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1概要書
１. 本稿の目的（問題の所在）
近年、国際間の電子商取引への消費税の課税に係る問題について関心が高まっている。
特に 2014 年は、国境を越えたサービスに対する消費課税ルールを巡る動きが、国内的に
も国際的にも大きな一歩を踏み出した年となった。
経済協力開発機構（OECD）の動きとして、2014 年 4 月に、OECD による消費課税グ
ローバルフォーラムが開催された。当フォーラムでは、国境を越えたサービス及び無形資
産に対する消費課税の国内法の考え方につき、国際的合意が成された。同年 9 月には、同
じく OECD で行われた「税源浸食と利益移転（BEPS）」に関する行動計画 1 の中で、拡
大するインターネット取引に対する対処案の一つとして、事業者から消費者に対して行う
取引に対する消費課税が打ち出された。
欧米各国の国内法・州法の動きも盛んだ。米国では、州をまたぐオンライン小売業に対
する消費課税を強化するため、いわゆる「アマゾン税」を創設する動きが活発化している。
EU 域内では、競争中立阻害の問題に対応するため、2015 年 1 月 1 日から「ミニ・ワンス
トップショップ」が採用された。
国内においても、大きな動きがあった。2014 年 12 月 30 日に公表された「平成 27 年度
税制改正大綱」において、国境を越えた役務の提供に対する消費税の課税の見直しが行わ
れることが明確化された。
そもそも日本は、消費課税の領域において、国外から日本国内に提供される電子商取引
に対して課税を行う法令上の根拠がない。このため、電子的配信サービスが国内から提供
されれば消費税が課税され、国外から提供されれば課税されないこととなり、事業者間で
価格競争力の差が生まれ、中立性を害する状況が続いている。このような問題は以前から
指摘されていたが、近年特に大きく取り上げられるようになった問題である。その理由と
して、主に 2 点挙げられる。1 点目は、消費税率が 8%に引き上げられ、さらに今後 2017
年 4 月 1 日以降には 10%まで引き上げられることが確実になったことで、内外価格差の影
響が無視できない規模になってきたことである。2 点目は、情報技術の発達により、国内
で提供されるサービスと国外から提供されるサービスの内容が同質であるケースが増えて
きたことで、クロスボーダーの電子商取引の取引規模が増大したことが挙げられる。
この問題に対する解決のための道筋として、税制大綱では消費税制に関して主に 2 点の
2改正を行うこととしている。1 つは、電気通信役務の提供に係る内外判定基準を見直すこ
と、もう 1 つは、取引ごとに異なる課税方式（リバースチャージ方式及び国外事業者申告
納税制度）を導入することである。この税制大綱で示された制度は、日本に事業者番号制
度がない中で、欧州とは異なる方式を選択した、日本独自の制度である。
本稿は、主に政府税制調査会国際課税ディスカッショングループの議論をベースとして、
電子商取引における消費課税上の論点を取り上げ、国外の電子商取引に関する制度や法令
等の取扱いを整理した上で、改正される新たな消費課税方法の問題点を指摘し、改善策を
提案するものである。
２. 本稿の内容
第 1 章では、クロスボーダーで行われる電子商取引の消費課税制度について、なぜ近年
問題になっているかを整理し、改正の必要性を確認する。その際に、クロスボーダーで行
われている電子商取引の市場規模と影響、そして課税当局における電子商取引に関する脱
税・所得隠しに対する取り組みについて概括する。
第 2 章では、諸外国の消費税制を整理する。第 1 節において、EU 域内での付加価値税
制度の変遷と、2015 年に施行される「ミニ・ワンストップショップ」ルール導入について
概観することで、日本が新制度案を策定する際に参考とした EU の付加価値税がどのよう
に施行されているかを紹介する。第 2 節において、米国の売上税・使用税制度、及び近年
注目を集める「アマゾン税」について、第 3 節において、OECD と BEPS での議論を中心
に紹介する。
第 3 章では、国境を越えた役務の提供に対する消費税の見直しについて確認する。改正
の内容は主に 2 点あり、1 点目は内外判定基準を見直し、2 点目は課税方式の見直しであ
る。国際課税ディスカッショングループでの議論と最終的に示された制度案、税制大綱で
公表された案を基にして、検討を加えていくこととする。
第 4 章では、新制度における執行上の問題に対して検討する。第 1 節において、制度変
更によって取引別に生じる問題点について整理する。第 2 節において、納税義務を履行し
ない国外事業者に対していかなる処置をとりうるかにつき、日本が締結した情報交換・徴
収共助条約の制度を紹介する。第 3 節において、上記の問題における解決策として、欧州
の事例を踏まえながら、主に課税事業者番号制度及びインボイス方式の導入について検討
する。他の選択肢として、納税義務を果たさない国外事業者の情報を公表する制度の導入
3する案を挙げる。最後に、B to C 取引について効果的な徴収を実施するため、どのような
国際的取組みがあり得るかについて方向性を示す。
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6はじめに
近年、国際間の電子商取引への消費税の課税に係る問題について関心が高まっている。
特に 2014 年は、国境を越えたサービスに対する消費課税ルールを巡る動きが、国内的に
も国際的にも大きな一歩を踏み出した年となった。
経済協力開発機構（OECD）の動きとして、2014 年 4 月に、OECD による消費課税グ
ローバルフォーラムが開催された。当フォーラムでは、国境を越えたサービス及び無形資
産に対する消費課税の国内法の考え方につき、国際的合意が成された。同年 9 月には、同
じく OECD で行われた「税源浸食と利益移転 行動計画（Action Plan on Base Erosion and
Profit Shifting）行動計画」（以下「BEPS 行動計画」とする。）の中で、拡大するインタ
ーネット取引に対する対処案の一つとして、事業者（Business supplier）から消費者
（Consumer）への取引（以下「B to C 取引」とする。）に対する消費課税が打ち出され
た。
欧米各国の国内法・州法の動きも盛んだ。米国では、州をまたぐオンライン小売業に対
する消費課税を強化するため、いわゆる「アマゾン税」を創設する動きが活発化している。
欧州連合（以下 「EU」 とする。）域内では、競争中立阻害の問題に対応するため、2015
年 1 月 1 日から「ミニ・ワンストップショップ」が採用され、仕向地主義の徹底が進むこ
ととなる。
国内においても大きな動きがあった。2014 年 12 月 30 日に公表された「平成 27 年度 税
制改正大綱」1（以下「税制大綱」とする。）において、国境を越えた役務の提供に対する
消費税の課税の見直しが行われることが明確化された。
そもそも日本は、消費課税の領域において、国外から日本国内に提供される電子商取引
2に対して課税を行う法令上の根拠がない（次章で詳述）。このため、電子的配信サービス
が国内から提供されれば消費税が課税され、国外から提供されれば課税されないこととな
り、事業者間で価格競争力の差3が生まれ、中立性を害する状況が続いている。このような
1 自民党 「平成 27 年度 税制改正大綱」（2014）84 頁以下
http://jimin.ncss.nifty.com/pdf/news/policy/126806_1.pdf （2014 年 12 月 30 日閲覧）
2 電子商取引に相当する語として、税制大綱では「電気通信役務の提供」という用語を使用し
ており、「電子書籍・音楽・広告の配信等の電気通信回線を介して行われる役務の提供」と定
義している。
3 実際に、「Amazon.co.jp」というサイトが Amazon.com Int’l Sales, Inc.および Amazon
Services International, Inc.という海外企業による運用であるため、現状として多くの同社か
7問題は以前から指摘4されていたが、近年特に大きく取り上げられるようになった問題であ
る。その理由として、主に 2 点5が挙げられる。1 点目は、消費税率が 8%に引き上げられ、
さらに今後 2017 年 4 月 1 日以降には 10%まで引き上げられる6ことが確実になったことで、
内外価格差の影響が無視できない規模になってきたことである。2 点目は、情報技術の発
達により、国内で提供されるサービスと国外から提供されるサービスの内容が同質である
ケースが増えてきたことで、クロスボーダーの電子商取引の取引規模が増大したことが挙
げられる。
この問題に対する解決のための道筋として、税制大綱では消費税制に関して主に 2 点の
改正を行うこととしている。1 つは、電気通信役務の提供に係る内外判定基準を見直すこ
と、もう 1 つは、取引ごとに異なる課税方式を導入することである。この税制大綱で示さ
れた制度は、日本に事業者番号制度がない中で、EU とは異なる方式を選択した、日本独
自の制度である。
本稿は、主に政府税制調査会 国際課税ディスカッショングループ（以下「国際課税 DG」
とする。）の議論をベースに、電子商取引における消費課税上の論点を取り上げ、国外の
電子商取引に関する制度や法令等の取扱いを整理した上で、改正される新たな消費課税方
法の問題点を指摘し、改善策を提案したものである。
ら提供されるサービスは消費税の課税対象とならない。Amazon の消費税に関するヘルプペー
ジでは、「Amazon.co.jp が販売する Kindle 本（電子書籍）、デジタルミュージック、アプリス
トア商品および一部の PC ソフト&ゲームダウンロード商品には、消費税は課税されません。
第三者が販売または提供するこれらの商品には、消費税が課税されます。」と記載されている。
http://www.amazon.co.jp/gp/help/customer/display.html?nodeId=642972 （2014.12.30 閲覧）
同様に、楽天が行う電子書籍事業についても、カナダの子会社による販売としていることで、
2014 年末現在、電子書籍に関する多くのサービスは消費課税の対象となっていない。
4 水野忠臣『消費税の制度と理論』（弘文堂、1989）197 頁以下、他多数
5 国際課税 DG3 終了後の記者会見議事録 7 頁に同旨
6 参照「第 3 次内閣の基本方針要旨。」日本経済新聞 2014 年 12 月 25 日朝刊 4 面など。
また、税率 10％とは、国税分の消費税率 7.8％と地方消費税率 2.2%を合計した税率である。
8第１章 電子商取引の発展と消費課税における問題点
第１節 電子商取引に関する消費課税制度の課題と対応
我が国の現行の消費税制度において、役務の提供に関する消費税の課税は、EU 諸国
と同様に、消費に負担を求める消費税の性格に鑑み、役務の提供が行われた場所（仕向
地）において課税することを基本としている7（仕向地原則）。外国から資産を輸入する
場合には、「外国貨物」として税関を通ることが法律で義務付けられて8おり、消費税法
において外国貨物を保税地域から引き取る者は納税義務を負う9と規定されている。
しかしながら、役務提供の場合、その形態は多種多様であり、特に電子商取引の場合
は、税関を通らずに日本に提供されることから、資産の譲渡や貸付けと同じように、仕
向地原則で課税管轄地を判定することが困難な場合が生じる。そのため、無形資産の譲
渡等や役務の提供が国境を越えて行われる場合のように、その判定が難しい取引につい
ては、施行令に個別の判定基準を規定しており、それらは、国内取引に該当するかにつ
いての内外取引基準として使用されている。
現行制度下においては、インターネット10を通じた電子書籍・音楽・広告の配信やク
ラウドサービスの提供などについては、国内取引の判定は、「役務の提供を行う者の事
務所等の所在地」11で行うものとされている。つまり、消費税法上は課税対象外扱いと
なっている。これは、役務提供における国内取引の判定について、原産地原則12を一部
取り入れているとみることができる。よって、役務提供については、仕向地原則による
課税と原産地課税による課税が併存することになる。
こうした両原則の併存の結果として国外から受ける電気通信役務の提供が消費課税
の対象から外れることの弊害について、佐藤英明教授は次の 2 点を指摘13している。1
7 消費税法第 4 条 3 項 2 号
8 関税法 67 条
9 消費税法 5 条 2 項
10 インターネットとは、「世界中の大小さまざまのコンピューターネットワークが相互に結び
付いて形成されている、地球規模の巨大な通信網をいう。また、サーバーとは、ネットワーク
上で、他のコンピューターに対して何らかの機能（サービス）を提供するコンピューターまた
はソフトウェアをいう。」『現代用語の基礎知識』自由国民社（2015）の「インターネット」「サ
ーバー」についての用語解説による。
11 消費税法施行令第 6 条 2 項 7 号
12 「財産の生産・製造地を課税管轄地とするもの」（水野,1989）をいう。
13 佐藤英明「電子的配信サービスと消費課税―制度設計上の問題点」ジュリスト 1447 号（2012）
14 頁以下
9点目として、「消費税が課税されない分だけ、海外からサービスを受ける方が代金が安
くなる。この点は特に同じ内容の電子書籍、ゲーム、楽曲などが、国内外の複数の事業
者から提供される場合に顕著な問題となる。」2 点目として、「国内の課税事業者が海
外からサービスを受ける場合は「みかけ上の取引条件」が異なると指摘されている。国
内で提供されるサービスの購入にのみ消費税が課されるため、仕入税額控除の適用によ
って結果的に税負担に差異を生じないにも関わらず、国内事業者の眼には、海外のサー
ビスの方が「安く映る」。」という点、つまり事業者間の競争条件の平等性が重視され
ていると述べられている。
このような状況を踏まえた、国境を越えた役務の提供に対する消費税の課税の在り方
について、新たな消費課税制度について検討を行う議論が、近年活発になっている。2012
年に、主税局において、技術的・専門的観点から消費課税制度の見直しに向けた考え方
の整理を行うことを目的とした、「国境を越えた役務の提供に対する消費税の在り方に
関する研究会」が設けられ、研究会としての取りまとめが、その後に立ち上がった政府
税制調査会に報告14（以下「報告書」とする。）された。政府税制調査会では、国際課
税に係る議論をより効率的に行うため、国際課税 DG が設けられ、2014 年 6 月には、「国
境を越えた役務の提供に対する消費税について―制度案について―」15（以下「制度案」
とする。）をとりまとめ、政府税制調査会総会に報告16を行った。制度案を受けて、2014
年 12 月 30 日には、税制大綱が公表され、2015 年中に法令改正が行われる方針が明確
化された。具体的な内外判定基準、課税方式の変更の内容については、第 3 章で詳述す
ることとする。
次節では、拡大するクロスボーダーの電子商取引が、現状どれだけの規模を占めてい
るかについて検討する。
14 国際課税 DG2「国境を越えた役務の提供等に対する消費税の課税のあり方について [財務省
説明資料] 」
http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/discussion1/2013/__icsFiles/afieldfile/2013/11/14/25dis12
kai4_1.pdf (閲覧日: 2014.11.26)
15 国際課税 DG5「国境を越えた役務の提供に対する消費税について―制度案について―」
http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/discussion1/2014/__icsFiles/afieldfile/2014/06/26/26di
s15kai4.pdf (閲覧日: 2014.11.26)
16 第 10 回税制調査会議事録（2014）12 頁以下 (閲覧日: 2014.11.26)
http://www.cao.go.jp/zei-cho/news/2014/__icsFiles/afieldfile/2014/09/01/26zen10kai_1.pdf
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【図 1-1 電子商取引に係る消費課税の現状】
国内取引 モノの配送、オンライン配信ともに課税
輸入取引 モノの配送 通関時点において課税
オンライン配信 課税対象外
（出典：「電子商取引に係る消費課税のあり方」220 頁より、筆者修正）
参考資料 ≪内外判定に係る関連条文等≫
消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）（抄）
（課税の対象）
第四条 国内において事業者が行つた資産の譲渡等には、この法律により、消費税を
課する。
３ 資産の譲渡等が国内において行われたかどうかの判定は、次の各号に掲げる場
合の区分に応じ当該各号に定める場所が国内にあるかどうかにより行うものとする。
二 役務の提供である場合 当該役務の提供が行われた場所（当該役務の提供が運
輸、通信その他国内及び国内以外の地域にわたつて行われるものである場合その他の政
令で定めるものである場合には、政令で定める場所）
消費税法施行令（昭和 63 年政令第 360 号）（抄）
（資産の譲渡等が国内において行われたかどうかの判定）
第六条
法第四条第三項第一号 に規定する政令で定める資産は、次の各号に掲げる資産とし、
同項第一号 に規定する政令で定める場所は、当該資産の区分に応じ当該資産の譲渡又
は貸付けが行われる時における当該各号に定める場所とする。
七 著作権（出版権及び著作隣接権その他これに準ずる権利を含む。）又は特別の
技術による生産方式及びこれに準ずるもの（以下この号において「著作権等」という。）
著作権等の譲渡又は貸付けを行う者の住所地
２ 法第四条第三項第二号 に規定する政令で定める役務の提供は、次の各号に掲げ
る役務の提供とし、同項第二号 に規定する政令で定める場所は、当該役務の提供の区
分に応じ当該役務の提供が行われる際における当該各号に定める場所とする。
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五 情報の提供又は設計 情報の提供又は設計を行う者の情報の提供又は設計に係
る事務所等の所在地
七 前各号に掲げる役務の提供以外のもので国内及び国内以外の地域にわたつて行
われる役務の提供その他の役務の提供が行われた場所が明らかでないもの 役務の提
供を行う者の役務の提供に係る事務所等の所在地
（下線部につき、筆者加筆。）
第２節 クロスボーダーの電子商取引の市場規模
経済産業省の調査17によれば、インターネットやクラウド等のいわゆるデジタルエコ
ノミーの国内市場規模は 1 兆 9,330 億円程度とされ、そのうち 6,550 億円程度がクロス
ボーダー取引（国内市場のうち、海外から提供されているもの）とされている。
【図 1-2 国境を越えた役務提供の市場規模】
（出典：税制調査会 第 3 回国際課税 DG 提出資料より）
また、大和総研の調査18によれば、2012 年の市場規模における国境を越えた海外電子
コンテンツの市場規模推計値は、約 5,119 億円とされている。
17 国際課税 DG3（2014）提出資料 9 頁〔国境を越えた役務提供の市場規模の試算〕
http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/discussion1/2014/__icsFiles/afieldfile/2014/04/03/26di
s13kai6.pdf （2014.11.30 閲覧）
18 国際課税 DG3 提出資料〔国境を越えた海外電子コンテンツの市場規模について〕3 頁
http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/discussion1/2014/__icsFiles/afieldfile/2014/04/03/26di
s13kai7.pdf （2014.11.30 閲覧）
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【図 1-3 国境を越えた海外電子コンテンツの市場規模】
（出典：税制調査会 第3回国際課税DG提出資料より）
いずれの調査でも、市場規模の約半分ほどを広告が占め、続いてクラウドサービス、
電子書籍と続くことが指摘されており、国境を超えた電子商取引の大半は事業者向けサ
ービスであることがうかがえる。一方、この電子商取引をめぐる消費課税を論じる際に
頻繁に挙げられる電子書籍は、現状取引規模は小さい。
また、仮に上記のクロスボーダーの電子商取引に対して消費課税ができたとした場合、
2011 年度の税率（5%）に基づいて、単純に計算すれば 300 億円前後の税収を得られた
ことになるが、この金額は 2011 年度の消費税の収入である 10.2 兆円のうちの 0.3％前
後でしかない。
ただし、今後も電子商取引市場規模の拡大が予想される19こと、調査当時（経済産業
省の資料は使用したデータの当時のレートとして、80 円／1 ドルとして計算）よりも大
幅に円安が進んでいる20ことから、円ベースでの取引規模はさらに増大していくことが
予想される。
19 野村総合研究所 「2018 年度までの IT 主要市場の規模とトレンドを展望」（2013）
http://www.nri.com/jp/news/2013/131127.aspx （2014.11.30 閲覧）
20 2014 年 12 月 31 日現在、1 ドル 120 円近くで取引されている。
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第３節 電子商取引に対する課税庁の執行
国税庁は、拡大を続ける電子商取引に対処するため、平成 13 年に電子商取引専門調
査チーム21（以下「専門チーム」とする。）を発足させ、電子商取引に係る税務調査、
情報収集を進めてきた。専門チームは、局内に電子商取引担当、署に情報技術専門官を
設置する組織形態をとっており、人員は、全国税局合計で 70～80 名前後の体制である。
専門チームの活動は、インターネットを定期的に検索・記録した取引情報や、プロバ
イダーを通じて収集した取引当事者に関する情報を、国税当局が持つ申告情報と照合し、
取引の実態解明を行うことである。海外事業者によるデジタルコンテンツ配信の特徴の
検討、IP アドレスの仕組みの確認なども行っている22。電子商取引の調査などの開発や
蓄積にも取り組んでおり、全国の国税局税務所の職員に対して、収集した資料や各種の
調査手法などに関する情報を提供している。
小括
以上のように、そもそも日本は、消費課税の領域において、国外から日本国内に提供
される電子商取引に対して課税を行う法令上の根拠がない。このため、電気通信役務の
提供が国内で提供されれば課税され、国外から提供されれば課税されないこととなり、
事業者間で価格競争力の差が生まれ、中立性を害する状況が続いている。
このような課題について、次章で電子商取引に関する欧米の対応や OECD での検討を
参考とした上で、第 3 章で日本の消費課税ルール改正についての議論と結果、第 4 章で
改正案が抱える問題点と、とりうるべき対応策について検討していくこととする。
21 電子商取引専門調査チームに関する主な参考資料として、国税庁「インターネット取引を行
っている者の調査状況」（閲覧：2014.12.30）
http://www.nta.go.jp/kohyo/press/press/2013/shotoku_shohi/sanko04_05.htm
「当局がマークする電子商取引が判明：インフォプレナーによる情報商材、クレジット現金化
事業 etc.」週刊 T&A master, 504 号（2013）8 頁以下、Lowtus21 Company「国税庁が電子商
取引に関するノウハウ蓄積に自信：電子商取引の市場規模が 100 兆円超える」
http://www.lotus21.co.jp/data/news/0508/news050819_02.html （閲覧：2014.12.30）等
22 T&A master 前掲 8 頁
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第２章 諸外国の消費税制
第 2 章では、諸外国の消費課税について見ていくこととする。2002 年の税制調査会で
は、「グローバルな性格を有する電子商取引については、一国で対応することは困難であ
る。かかる点、OECD 等における議論を通じて国際的に調和のとれた対応を検討し、事業
者の予測可能性を高めるとともに、適正な課税を確保していく必要がある」23ことが示さ
れている。また、税制大綱の前文においても、「BEPS プロジェクト等の国際的取組を踏
まえ、国境を越えた取引等に係る課税の国際的調和に向けた税制上の措置を講ずる。」と
述べている。このことから、諸外国の消費税制度を考慮した電子商取引についての課税の
仕組みを検討し、適切な処置を海外と歩調を合わせて講じていくことが、我が国の指針と
なっていることがうかがえる。
そこで、第 1 節で EU 域内での付加価値税（以下「VAT」：Value Added Tax とする。）
制度の変遷と 2015 年に施行される「ミニ・ワンストップショップ」について、第 2 節で
米国の小売売上税・使用税制度と近年注目を集める「アマゾン税」について、第 3 節で
OECD ガイドラインやその過程で行われた検討、また BEPS 行動計画についての議論につ
いて紹介する。
第１節 EU での付加価値税制度
現在の EU における VAT 税率はルクセンブルクの 3%（軽減税率）からハンガリーの
27%まで多岐にわたっている。以下の図のように、EU 主要国の消費課税における特徴
として、標準税率が高く、それに伴って付加価値税収が総税収に占める割合が高いこと
が挙げられる。
23 税制調査会「平成 14 年 6 月 あるべき税制の構築に向けた基本方針」20 頁
http://www.cao.go.jp/zeicho/tosin/pdf/140614.pdf （閲覧：2014.12.30）
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【図表 2-1 EU 主要国・日本の付加価値税率（消費税率）と総税収に占める割合】
国名 標準税率※1 軽減税率※1
付加価値税（消費税）が
総税収に占める割合※2
イギリス 20.0% 0.0/5.0% 25.0%
イタリア 22.0% 4.0/10.0% 29.9%
ドイツ 19.0% 7.0% 37.5%
フランス 20.0% 2.1/5.5/10.0% 52.7%
日本（参考） 5.0% 単一税率 22.7%
※1 2014 年 1 月 1 日時点の税率
※2 2011 年分データ24による。ただし日本は 2013 年のデータによる。
そのため、VAT が重要な地位を占める欧州では、VAT をどのように効率的に徴収す
るかについて、長年試行錯誤が続けられてきた。なお、EU では、標準税率はすべての
消費の約 3 分の 2 をカバーしているにすぎず、残りの 3 分の 1 は非課税または軽減税率
の対象とされている25など、VAT が広い課税ベースのもとで、効率的・効果的に徴収さ
れているとは言いがたい面26もある。
電子商取引について、EU は米国とは異なり、すべての電子用取引に対して VAT が課
税されるべきであるという立場をとっている27（米国の立場については、次節で詳述。）。
そして、特に直接的電子商取引については、近年従来の VAT の課税原則とは異なるル
ールを採用している。以下で、VAT 導入に係る経緯を振り返った後に、クロスボーダー
の電子商取引に関する現在の消費課税制度を確認していくこととする。
1. 欧州での現行付加価値税制度の概要28
欧州における VAT の導入は古く、1954 年にフランスがそれまでの間接税の欠点
を克服する形で、VAT を導入した。1967 年に EEC（欧州経済委共同体）がスター
トした際には、欧州 6 カ国の間で VAT が共通税として導入された。1977 年には
VAT 第 6 次 EU 理事会指令29が出された。この指令は、VAT の具体的な仕組みを明
確化したという点で重要なものであり、欧州だけでなく世界各国が VAT を導入す
24 OECD “OECD Economic Survey 2013” (2013) より筆者作成
16
る際のモデルとした。その後、数度の改正が行われ、以下の指令に書き直しが行わ
れている。
2014 年末までについて、EU 域内でのサービス30に対する従来の課税ルールは以
下の通り31であった。
2006 年付加価値税指令 44 条
課税事業者に対するサービスの提供地は、当該課税事業者の事業所所在地とす
る。ただし、当該サービスが課税事業者の事業所地以外の固定的施設に向けて行わ
れる場合、当該固定的施設が存在する場所とする。事業所地及び固定的施設が存在
しない場合には、サービスの受領者である課税事業者が住所または居所有する場所
とする。
同 45 条
課税事業者以外の者に対するサービスの提供地が、提供者の事業所所在地とす
る。ただし、当該サービスが提供者の事業所所在地以外の場所にある固定的施設か
ら行われている場合には、当該サービスの提供地は、固定的施設が存在する場所と
25 Copenhagen Economics, Study on reduced VAT applied to goods and services in the
Member States of the European Union, Final Report （2007）
26 EU 加盟国のうち、実際の VAT の税収は、すべての最終消費が標準税率で課税される場合
を仮定した理論上の税収の 55％である。日本は 72%（付加価値税報告書「付加価値税および
その他の消費税」より）とされ、EU 諸国と比べて効率的に徴収できていることがうかがえる。
27 Subhajit Basu. (2007). “Global Perspectives on E-commerce Taxation Law” Ashgate,
p205
28 欧州の付加価値税制度につき、国際課税 DG5 参考資料 [欧州におけるサービスへの付加価
値税について]、天野史子『欧州付加価値税ハンドブック―27 カ国の VAT 税制と実務問題―』
（中央経済社, 2009）29 頁以下、岩崎政明「デジタルコンテンツの国際電子取引に係る消費税
の賦課徴収方法―EU の制度・経験と日本のとるべき方策―」租税研究 764 号（2013）336 頁
以下、志賀櫻「消費税法 : 第 8 章 EU の付加価値税におけるサービス取引と電子商取引」月
刊税務事例 44 巻 10 号（2012）15 頁以下、西山由美「デジタル・サービスに対する消費課税
の新ルール ―OECD と EU の動向を中心として―」税経通信 69 巻 7 号（2014）27 頁以下、
沼田・前掲（2012） 278 頁以下、森信茂樹「国境を超えるデジタル財の取引と消費税」税務
弘報 60 巻 10 号（2012）44 頁参照。
29
指令は、欧州委員会が作成し、欧州理事会が承認した、加盟国が従うべき共通ルールである。
加盟国は、国内法を改正し、指令の内容を結果として実現することが義務付けられる。（沼田・
前掲（2012）279 頁）。
30 EC 指令上、電子商取引は、電子書籍・音楽等のデジタル財の提供も含め、全て「サービス
の提供」と整理され、課税地についてもサービスに関するルールが適用される。
31 西山訳・前掲（2014）27 頁
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する。事業所地及び固定的施設が存在しない場合には、課税事業者が住所または居
所を有する場所とする。
指令 44 条は、B to B 取引32に関する課税地の規定であり、原則として顧客であ
る課税事業者の事務所所在地国が課税地となることを規定する。このルールは、さ
らに確実な納付責任の履行を担保するため、リバースチャージ方式が採用されてい
る。つまり、顧客である課税事業者の所在地国に事業所を有しない課税事業者によ
ってサービスが提供された場合、当該顧客である課税事業者が納付責任を負う（指
令 196 条）と規定されている。なお、リバースチャージ方式の具体的な方法につい
ては、ドイツ・フランスの形式と、イギリスの形式などで若干の違い33が見られる。
指令 45 条は、B to C 取引に関する課税地の規定であり、サービス提供者の事務
所の所在地国が課税地となることを規定する。このルールによれば、B to C 取引の
場合、課税事業者が課税事業者登録をしている国の税率で課税がなされることにな
る。そのため、B to C 取引を行う事業者は、域内の低税率国34で課税事業者の登録
を行うことで、付加価値税負担を低く抑えることが可能だった。このように、B to C
取引について、原産地原則になっていることの結果として、加盟国間で競争中立が
阻害されていることが指摘されたため、EU はこの問題を解決する規則を検討し、
新たにミニ・ワンストップショップを導入することとした。
32 B to B 取引とは、事業者（Business supplier）から事業者（Business customer）への役
務提供をいう。
33 国際課税 DG5 参考資料[欧州におけるサービスへの付加価値税について] 6 頁注 2
http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/discussion1/2014/__icsFiles/afieldfile/2014/06/26/26dis15
kai5.pdf （閲覧：2014.12.30）
34
たとえば、ルクセンブルクはデジタル・サービス取引に 3%の軽減税率を設定している。
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【図表 2-2 EU における電子商取引の消費課税方法】
（出所：税制調査会（国際課税 DG5）「国境を越えた役務の提供に対する消費税について
－これまでの議論－」5 頁）
2. ミニ・ワンストップショップ
EU では、2010 年から原産地原則と仕向地原則の混同による対応が検討され、仕
向地原則への移行される方向にある。その流れの中で、ミニ・ワンストップショッ
プと呼ばれる、消費者に対して行う電子的サービスに関する改正が行われ、2015
年 1 月 1 日から施行されることが決定した。変更内容は以下の通り35である。
指令 58 条
以下のサービスを課税事業者以外の者に行う場合には、当該者の所在地、住所ま
たは居所を有する場所で行われたものとする。
A 通信サービス
B 放送サービス
35 西山訳・前掲（2014）27 頁
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C デジタルにより提供されるサービスで、とくに別表Ⅱ36に掲げられるもの
サービスの提供者と顧客との間の電子メールは、それ自体、電子的に提供される
サービスとはみなさない。
今回の改正は、消費者向け供給に係る VAT の取扱いを、EU 域外から行われる場
合と域内から行われる場合で一致させるものである。このルールの改正の意義につ
いて、西山教授は、「域内の課税事業者以外の者（個人や免税事業者など）に対し
て以上の通信サービス、ラジオ・テレビ放送サービス及びデジタルによるサービス
を提供する場合、域内課税事業者及び域外課税事業者は、当該顧客の住所地国の消
費課税に服することになる。（中略）申告納税が行われた加盟国は、受領した税額
をそれぞれ消費地国である加盟国に送金する。（中略）これにより、域内及び域外
の課税事業者は、顧客の居住地ごとの関連法令や言語に煩わされることなく、申告
納税を行うことができる。」37と説明している。
今回の変更の効果として、EU 域内で設立された企業が他の EU 域内の消費者に対
し電子サービスを提供した場合に、自社の設立地である国の VAT 税率ではなく、サ
ービスの消費が行われる顧客の税率で課税することになったことが挙げられる。つ
まり、原産地原則から仕向地原則の変更が行われた。なお、EU 以外の企業は、2003
年 7 月 1 日からすでに VAT 登録を義務付けられ、消費者の所在地である国におけ
る VAT 税率の請求を義務付けられている。
問題点として、沼田教授は、「第三国所在の供給者による VAT の納税は、多分に
ボランティア課税としての要素があり、確実な課税という点で大きな課題が残され
ている」38と指摘している。
第２節 米国の売上税・使用税制度
続いて、国家レベルの消費課税制度を持たず、各州・地方自治体が独自の小売売上税
36 別表Ⅱによれば、デジタルによるサービス提供とは、プログラムの提供や保守、ソフトウェ
アの提供や更新、画像・テキスト・情報の提供をいう。
37 西山・前掲（2014）28 頁
38 沼田博幸「一般間接税 100 年の回顧と展望―クロスボーダー取引への対応を中心として―」
租税研究 782 号（2014）41 頁
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（以下「売上税」とする。）を執行する米国について整理39する。
なお、VAT に関する国際的な執行協調がなかなか進まないのは、米国が VAT や使用
税をもたないためではないかとの指摘40がある。この理由として、VAT がない米国にと
って、仕向地主義が原則となる国際消費課税においては、米国は専ら課税される側とな
るためだと思われる。
1. 売上税・使用税の概要
米国は、1930 年代から小売業者による物品の販売を主たる課税対象として、売上
税を導入した。現在、売上税・使用税の州租税収入に占める平均割合は個人所得税
に次いでおり、売上税・使用税が最大の割合を占めている州も数多くある。
米国の売上税・使用税は州及び地方自治体レベルの課税である。売上税は最終消
費者に対する物品の販売またはサービスの提供に際して発生41し、当該取引を行っ
た小売販売者が消費者から徴収して州に納付する。ただし州際取引の場合には免除
される。なお、サービスについては個別列挙であるため、州により課税範囲が大き
く異なっている。
一方、使用税は、州際取引等が行われ売上税が徴収されていない場合に、商品を
消費・使用・貯蔵する際に発生する。使用税の課税対象は消費者または消費行為42で
ある。使用税の使用税の納税義務者は小売販売者または消費者である。しかし実際
には、使用税を最終消費者が直接納税する仕組みについては、ほとんど機能してい
ないとされる43。
前述したように、売上税・使用税は州の収入のうち大きな割合を占める。しかし
39 米国の売上税、使用税、「アマゾン税」について、浅妻章加「アメリカの売上税・使用税に
おける nexus の研究」第 23 回日税研究賞入選論文集収録（2000）、沼田・前掲（2014）34
頁、藤田英里子「米国における電子商取引課税の現状と課題―州際取引における売上税・使用
税の問題を中心に」税務大学校論叢（55）（2007）、吉村政穂「アマゾン税をめぐる議論は州売
上税の将来に何をもたらすのか？」 論究ジュリスト 4 号（2013）207 頁以下参照。
40 沼田・前掲（2014）34 頁
41 金子宏『租税法（第 18 版）』（弘文堂, 2013）の分類でいうところの、単段階一般消費税で
ある。
42 「消費者」に対して課税を行う州として、ニューヨーク州 (州税法§1110、有体動産を使用
するものに課税) 、ニューメキシコ州 (州法§7-9-7、その資産を使用するもの) 、ミシガン州
(州法§205.93 「全ての者」に有体動産の)
43 渡辺智之「クロスボーダー取引と消費課税―電子商取引への対応―」Discussion paper
series. A ; No.a392 （2000）14 頁
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ながら、近年増加している電子商取引には州際取引も多いため、州外小売事業者が
州内で行った販売に対して州の課税権が全く及ばないとすると、将来的にこの税源
が大幅に浸食される恐れがある。他方、売上税・使用税は州によって税率が異なっ
ているため、特に州の法令を知らない州外小売販売者が、消費者からその州の使用
税を徴収し納付することは困難である。このため、米国では、州が州外小売販売者
にどのような場合に課税できるかが大きな問題となっている。
以上のように、売上税・使用税は制度的に不完全な面が多く一般間接税としては
欧州の VAT 制度に劣ると考えられている。ただし、地方税である特殊性を考慮す
ると、その簡易性から、売上税の方が VAT より優れているという指摘44もある。
2. 使用税の州際課税に関する判例の基準
州が、自らの立法により州外小売販売者に対して使用税の徴収・納付を求めるに
は、当該州と当該事業者との間にネクサス（nexus）が存在することが要請されて
いる。その根拠として、各州・地方団体の課税権の衝突を調整する役割を果たして
いる州際取引条項45、適正手続条項46がある。このネクサスをめぐるアメリカの裁
判例に関しては、通信販売を行う州外法人に対する使用税の課税を争った 1992 年
の Quill 判決47 （連邦最高裁判決）が重要となる。判決によれば、州際通商条項と
の関係では、ネクサスとして物理的所在を要求した先例48を維持したのに対して、
適正手続条項との関係においては従来の解釈を変更し、もし州外企業が当該州の経
済市場の恩恵を自ら利用しようとする場合には、物理的所在までは必要ないとした。
この判例に従うと、電子商取引に関しても、顧客のいる州にネクサスが無ければ、
供給業者が使用税の徴収義務を免れることとなる。
3. 連邦議会及び各州における対応
米国は、インターネット取引への課税に対して消極的な立場をとっている。連邦
議会は 1998 年に、インターネットの民営、教育、かつ国際的な将来性の保護や促
44 沼田・前掲（2014）34 頁
45 合衆国憲法 1 条 8 節 3 項
46 同修正 5 条及び 14 条
47 Quill Corp. v. North Dakota, 504 U.S. 298 (1992).
48 National Bellas Hess v. Dep’t of Revenue, 386 U.S. 753 （1967）.
22
進することを目的に、インターネット課税免除法 (Internet Tax Freedom Act49 、
以下 「ITFA」とする。) を成立させた。この法律の内容は50、連邦・州・地方政
府が (1) インターネットアクセスに対する新たな課税を禁止すること、(2) 電子商
取引に対する複合的で差別的な（公平性と中立性に反する）課税を 3 年間の期限付
きで禁止するものであった。当初は、ITFA 施行以前にインターネットアクセスに
対して課税していた州に対する制裁や法的な拘束力はなかった。その後、内容の改
正が行われ、期限の延長も行われた。最新の改正は 2014 年 12 月に行われ、有効期
間は 2015 年 10 月 1 日に延長された。
他方、州レベルでは、定義の統一・課税対象に統一・税率の簡素化のために、多
くの州の協力のもと 2002 年に売上税・使用税簡素化協定 (Streamlined Sales and
Use Tax Agreement) が作成された。また、州税の登録・申告様式の統一化・簡素
化も進められている。
4. アマゾン税
以上で見たように、米国では各州が独自の売上税を執行している。そうした中、
近年州外のインターネット販売業者に対して課税強化を試みる動きがあり、注目さ
れている。
販売者による代理徴収が困難な州外からの購入に対して、購入者ごとに課されて
いる使用税の申告義務は実効性に乏しかった51。そのため、店舗型販売業者との公
平な課税を阻害しているとのロビー活動を契機として、ニューヨーク州をはじめと
した各州で、Amazon.com, Inc. （以下「アマゾン社」とする。）を主なターゲッ
トとして、いわゆる「アマゾン税」と呼ばれる、州外事業者に対する売上税の徴収
義務を求める立法が行われている。
アマゾン税の導入を最初に行ったのはニューヨーク州であった。同州は、アマゾ
49 Public Law 105-277, §1100 Short Title.
50 Ibid. §1101(a)
51 渡辺・前掲（2000）は、消費者による自己申告が現実的でない点として、①無申告を確か
める術を課税当局が持たないこと、②仮に事業者に対して個々の取引の情報を求めることが出
来たとしても、コストを増加させる結果となること、③プライバシー保護の観点等を挙げてい
る。
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ン社のアソシエイト・プログラム52に着目し、売上税の納税義務を負う販売者に、
居住者との間にウェブサイト上のリンク等に基づいた販売に係る歩合制の合意が存
在する場合を含むものとするよう、州法を改めた。
アマゾン社は、この改正が Quill 判決で定めた基準に反するとして訴訟を起こし
たが、ニューヨーク州最高裁は、改正がネクサスを認定するために適切な要件立て
となっていること、アソシエイト・プログラムは受動的な広告よりも勧誘を求める
ものであることを理由として、法文上は合憲との判断を示した。
ニューヨーク州に続き、インターネット関連企業が乱立するカリフォルニア州で
もアマゾン税が創設される等、アマゾン税導入の動きが相次いだことで、アマゾン
社はアマゾン税に対する戦略の変更53を余儀なくされた。
このような「アマゾン税」創設の動きは、米国において、消費課税の納税義務を
域外事業者に求める方式の採用と、その際の課税権を根拠づけるネクサス認定ファ
クターが、固有の物理的施設の存在を越えて取引との機能的連結へと拡大する兆候
があるといえる54。
第 3 節 OECD における検討状況
1. OECD 国境を越えた取引に係る消費課税ガイドライン
OECD は EU の課税方法をベースにネット配信への消費税課税の国際指針作りを
進めてきた。まず、1998 年のオタワ電子商取引会議において、電子商取引に関する
基本的な枠組みを定めるレポート55を公表した。当該レポートで示された、「電子
商取引と従来型取引は同一の課税ルールに服する」考えを踏まえ、以下の 5 条件を
52 アソシエイト・プログラムとは、オンライン販売業者が、「ウェブサイトを開設する者と契
約し、その者（アソシエイト）のサイト上に設置された広告（リンク）経由で商品を購入する
消費者が現れた場合に、当該アソシエイトに当該購入代金の 4～15%相当額を支払うプログラ
ム」をいう（吉村・前掲（2013）208 頁）
53 「売上税徴収も生かすしたたかさ」日経ビジネス 2012 年 7 月 30 日号 90 頁
54「アマゾン税」創設の動きの意義について、青山慶二「国境を越える取引に係る課税の在り
方＜電子商取引に係る消費課税と無形資産の移転価格ルールを中心に＞」税研 29 巻 5 号 53 頁
（2014）
55 OECD. ‘’Electronic Commerce : Taxation Framework Conditions’’ (1998)
http://www.oecd.org/tax/consumption/1923256.pdf (閲覧日: 2014.12.26)
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提示した56。
・中立性：電子商取引によるか従来型取引によるかの事業者の選択が、課税上の
理由から歪められてはならない。
・効率性：事業者にとってのコンプライアンス費用も、課税当局にとっての徴税
費用も、できるだけ最小限にしなくてはならない。
・簡素性・明確性：事業者にとっていつ、どこで、どれだけの税を負担するかに
ついて予測可能なような、簡素性と明確性とが保障されなければならない。
・公平性・実効性：脱税や租税回避の余地をできるだけなくさなければならない。
・柔軟性：課税システムが技術や商取引の発展スピードに即応していかなければ
ならない。
このレポートを踏まえ、OECD 租税委員会では、2001 年57及び 2003 年58に国境
を越えた電子商取引に関する報告書を公表し、次のような基本的な方向性を勧告し
ている。
B to B (事業者間)取引においては、消費地はサービスの受領者が事業実態を有す
る場所とし、徴税の仕組みとして、歳入を確保しつつ国内外の事業者における課税
の中立性を確保する観点から、リバースチャージ方式(仕入事業者が国外からの役務
提供等に係る付加価値税を申告する方式)が望ましいこと
B to C (対消費者)取引においては、消費者はサービスの受領者が通常居住する場
所とし、徴税の仕組みとしては、難点を伴わないような解決策はないものの、当面
の対応としては国外のサービス提供者国外のサービス提供者が消費地において課税
当局に登録して納税する方式が望ましいこと
OECD はその後、対象を電子商取引から役務・無形固定資産全般に拡大し、各国
の対応の相違による二重課税や課税の空白を防ぐ観点から、国境を越えた取引に係
56 オタワ会議で示された枠組みについて、西山・前掲（2014）26 頁参照
57 ‘’Taxation and Electronic Commerce-Implementing the Ottawa Taxation Framework
Conditions’’ (the ‘’2001 Report’’)
58 ‘’Implementation of the Ottawa Taxation Framework Conditions’’ (the ‘’2003 Report’’)
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る消費税ガイドラインの策定59に着手し始めた。2014 年 4 月 17 日・18 日には、「第
2 回 OECD 消費課税グローバルフォーラム」が東京で開催され、「サービス及び無
形資産の国境を越えた取引に対する消費課税のガイドライン」6061（以下「OECD
ガイドライン」とする）が示された。合わせて、「『OECD ガイドライン』の成果
に関する声明」62がとりまとめられた。その内容については以下の通りである。
－ 国境を越えた取引に対する消費税の課税のあり方が一律でないことから生じ
る二重課税及び意図せぬ課税の空白のリスクに対処するため、本ガイドラインの策
定を支援する。
－ ①中立性の原則、②役務・無形資産の B to B（事業者間）取引に係る課税地、
を含む本ガイドラインの最初の 3 章が、本年 1 月 29 日の OECD 租税委員会
（CFA）において承認されたことを歓迎する。
－ これら 3 章を、中立性の確保及び役務・無形資産の B to B 取引に係る課税地
の判定に関し、国内法の策定・施行の際の参照基準になるものとして支持する。
－ OECD に対し、国境を越えた役務・無形資産の B to C（対消費者）取引につ
いて実効的かつ明解な取扱いを確保することを含め、本ガイドラインの残りの章に
関する作業を完了し、2015 年 11 月におけるグローバルフォーラムの次回会合に本
ガイドラインの完成版を提示するよう要請する。
OECD ガイドラインの内容について詳しく見ると、「中立性の確保」、「国境を
越えた役務の事業者間取引に対する仕向地原則に基づく課税」の二点から成り立っ
ている。第 1 に、消費税が事業者ではなく消費者によって負担されることを明確に
することにより、生産活動に対する中立性や、国内外の事業者における国境を越え
59 OECD では、電子商取引など特定の業態を明確なターゲットとはしていない。
60 OECD “International VAT/GST Guidelines” (2014)
http://www.oecd.org/ctp/consumption/international-vat-gst-guidelines.pdf
（閲覧日: 2014.12.26）
61 OECD ガイドラインでは、前文の中で、「その性質上、各国にガイドラインに従った立法を
求めるものではなく、各国が立法に際して参考とするものである。各国はガイドラインを指針
としつつ、それぞれの状況や必要に応じて柔軟に立法を行うべきである。」と述べている。
62 OECD 「国境を越えた取引に係る消費税ガイドラインの成果に係る声明（仮訳）」（2014）
http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/international/20140418vatgf_d.pdf
（閲覧日: 2014.11.26）
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た取引にかかる競争条件に対する中立性を確保しようとするものである。第 2 に、
国境を越えた役務の B to B 取引においては、役務の受領者が所在する国でのみ課税
されることを担保しようとするものである。OECD は、電子書籍の配信といった消
費者向け取引の課税についても、2015 年 11 月を目途に指針をとりまとめ、加盟国
などへの採用を働き掛ける予定である。
電子商取引課税に関する EU と米国のアプローチが異なるため、OECD はこのよ
うに国際会議やプロジェクトを開催し、その調整役として役割を果たしている。EU
が独自に法体制の整備を進めていること、また米国側に国家としての VAT が存在
しないことなどから、その調整には困難が伴っているが、近年は一定の枠組みを示
すことで一定の役割を果たしているといえる。
2. BEPS に関する議論
OECD は、BEPS 行動計画の「行動 1 電子商取引課税」において、「クロスボー
ダーの電子商取引に対する直接税・間接税のあり方を検討する報告書」63（以下「行
動 1 報告書」とする。）を、2014 年 9 月 16 日に公表した。報告書では、国境を越
えたインターネット取引への課税手法も打ち出した。OECD が行動 1 報告書の中で
示した潜在的なオプションは、①電子商取引の決済を行う金融機関等への源泉徴収、
②課税の根拠となる PEの定義の拡大、➂海外事業者の B to C 取引に対する消費課
税64、④サービスから得たデータによって生まれる価値に着目する課税、の 4 つの
手法である。消費課税については、消費地（仕向地）での課税の徹底が示されてい
る。
小括
OECD・EU 双方で、B to B 取引はリバースチャージ方式、B to C 取引は国外事業者
63 OECD “Addressing the Tax Challenges of the Digital Economy Action1 Deliverable”
（2014）
http://www.oecd.org/ctp/tax-challenges-digital-economy-discussion-draft-march-2014.pdf
(閲覧日: 2014.11.26)
64 行動 1 報告書のエグゼクティブ・サマリーの中で、「事業者・消費者間取引での付加価値税
の徴収は、税収の保護並びに国内供給業者間の競争条件の公平化のため、早急に解決されるべ
き重要な課題である。」と示されている。
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が登録を行い事業者が納税する方式が示されている。
また、米国各州で活発化しているアマゾン税導入の動きは、拡大し続ける越境する電
子商取引に対して、従来の方に限界がきており、新たな制度を構築する必要があること
を示している。
翻って日本について整理するとき、第 1 章で見たように、日本の消費課税制度におい
ては、電子商取引について、内外判定を行った後に B to B 、B to C を区別するような
制度を用いていない。この点につき、競争条件中立性を害しているだけでなく、国際的
潮流から見ても、現在の日本の消費課税制度は取り残されていると言わざるをえない。
次章では、日本が、課税事業者番号を持たず、インボイス方式を採用していないとい
う EU と異なった消費課税制度を持つ中で、どのように上記の問題を解決する制度改正
を行おうとしているかについて、検討していくこととする。
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第３章 国境を越えた役務の提供に対する消費税の見直し
第 1 章で見たように、2014 年 6 月に国際課税 DG は政府税制調査会総会に制度案を伝
え、それを受けて 2014 年 12 月 30 日に公表された税制大綱において、国境を越えた役務
の提供に対する消費税の課税の見直しが、平成 27 年 10 月１日以後行われることが明確化
された。
以下で、国際課税 DG の最終回で提示された制度案と税制大綱を引用しながら、どのよ
うな議論が国際課税 DG で行われ、税制大綱に反映されているのかを確認することとする。
第１節 内外判定基準の見直し
税制大綱では、内外判定基準の見直しの対象について、以下のように変更するものと
した。
（１） 内外判定の見直し
① 対象取引
電子書籍・音楽・広告の配信等の電気通信回線を介して行われる役務の提供を「電気通
信役務の提供」（仮称。以下同じ。）と位置づけ、内外判定基準を役務の提供に係る事務
所等の所在地から、役務の提供を受ける者の住所地等に見直す。
（注）電気通信役務の提供には、電気通信役務の提供以外の資産の譲渡等に付随して行わ
れる役務の提供や、単に通信回線を利用される役務の提供は、含まれない。
② その他
イ 電気通信役務の提供には、著作物の利用の許諾に該当する取引が含まれることを明ら
かにする。
ロ 上記①の見直しに伴い、現行の内外判定に係る規定について所要の整備を行う。
楽曲や電子書籍データの配信は、著作権等に関わるものとして「資産の譲渡」にあた
り、消費税法施行令第 6 条 1 項が関連する可能性65もある。そのため、税制大綱では、
65 消費税法上の取扱いにおける、著作権の貸付けと役務提供の区分について、白木康晴「電子
商取引における消費税課税の区分について―著作権の譲渡、貸付け及び役務提供の区分等につ
いて」税大ジャーナル 11 号（2009）111 頁以下
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電気通信役務の提供に著作権の利用の許諾に該当する取引が含まれることが明記され
た。なお、週刊税務通信によれば、いわゆるクラウドサービスについても電気通信役務
の提供に該当する66こととなっている。
続いて、制度案の内容と比較する。2013 年 11 月に国際課税 DG に提出された研究会
の報告書67では、国境を越えた役務の提供について、日本に所在する事業者や消費者が
役務の提供等を受けた場合には、広く国内取引として位置付けることが基本的に望まし
い方向性である、との考え方が示された。他方で、内外判定基準の変更にあたっては、
現在の制度が経済活動に対する中立性を阻害している程度、制度変更に伴う事業者の追
加的な負担の程度、適正な税務執行を確保する観点等を十分に踏まえることが不可欠と
されていた。報告書を受けて議論を進め、第五回 国際課税 DG（以下「国際課税 DG5」
とする。）の制度案では、内外判定基準の見直しとなる取引の対象について、以下のよ
うに公表68されている。
（１）仕向地主義への変更
○ 国外事業者（国内に住所又は居所を有しない個人事業者、国内に本店又は主たる事
務所を有しない法人をいう。以下同じ。）が行う役務の提供のうち国内外に亘る役務の
提供など、その役務の提供が行われた場所が明らかでないもの（国際運輸・国際通信等
の一定の取引を除く。以下「国内外に亘る役務の提供等」という。）については、現行
「役務の提供を行う者の事務所等の所在地」となっている内外判定基準を、「役務の提
供を受ける者の住所・居所又は本店・主たる事務所の所在地」に変更する。
見直しとなる対象の取引が、税制大綱でより限定されていることが分かる。すでに検
討してきた通り、国境を越えた役務の提供についての課税制度の変更は多大な影響をも
たらす。そのため、当面特に経済活動に対する中立性を阻害している対象取引に限定し
たものだと思われる。
なお、制度案では、具体的な内外判定基準について、以下のように説明されていた。
66 「消費税内外判定基準の見直しの国内事業者への影響」週刊税務通信 3346 号（2015）7 頁
67 報告書・前掲 8 頁
68 制度案・前掲 2 頁
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（２）現行の課税関係を継続する取引の明示
○ 実質的な役務の提供が国外で完結している取引については、内外判定基準の原則（役
務の提供が行われた場所で判断）により国外取引（不課税）となるが、例えば、以下の
ような役務の提供については、国内取引と解されることへの懸念が寄せられたことも踏
まえ、国外取引（不課税）となることを法令等によって明確化する。
(イ) 国外で行われる当該国外に関する情報の収集、整理若しくは分析等（その結果の
提供を含む）
(ロ) 国外で行われる当該国外に所在する資産の取得、管理又は譲渡等に係る役務の提
供（その結果の報告を含む）
○ ただし、一見、国外で完結しているような役務の提供であっても、国内において行
われる役務の提供と一体で行われるものについては、国内外に亘る役務の提供等として
上記（１）において変更される内外判定基準により判定を行う。
（例）国外の役務の提供と国内での役務の提供が一体化しているケース
・ 国内事業者の依頼に基づいて、国外でシステム開発を行うとともに、当該開発し
たシステムを国内の事業所等に導入・稼働させる役務提供を一体で請け負う場合
・ 国内事業者の依頼に基づいて、国外で研究開発を行うとともに、その研究開発の
成果を国内における製品製造等に反映させるための役務提供を一体で請け負う場合 」
【図表 3-1 内外判定基準の見直し】
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（出所：税制調査会（国際課税 DG5）「国境を越えた役務の提供に対する消費税について
－これまでの議論－」5 頁）
課税の対象となる国内取引にあたるか、またどのような取引まで国内取引に取り込む
かは、今回の制度改正の成否を分ける重要な要素となる。
この点について、佐藤英明教授は、今回の法改正による課税範囲の変更について、課
税権の確保ではなく、あくまで競争条件の中立性を重視して、範囲を決めるべきだとし
ている69。その理由として、いかなる課税方式をとるか、どの範囲の役務の提供を課税
対象に含めるかは、密接不可分な関係にあり、制度変更によって一挙に抱えている問題
を解決できるわけではない。課税権の確保を重視して、課税対象を可及的に広げること
は時期尚早であり、収拾がつかなくなる恐れがあるためだ、と説明している。
第２節 課税方式の見直し
１．課税方式案の検討
内外判定基準を変更する場合の具体的な課税方式について、研究会の報告書では、
以下のような案が示された。
69 佐藤英明「国際的役務提供に対する消費課税の問題点～立法論の観点から」租税研究 775
号（2014）134 頁以下
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【図表3-2 国際課税DGに提示された課税方式案の比較】
（出所：税制調査会（国際課税 DG5）「国境を越えた役務の提供に対する消費税について
－これまでの議論－」6 頁）
B to C 取引に係る課税方式については、国内の消費者に申告納税義務を課すこと
が非現実的70であることから、役務の提供者である国外事業者に申告納税義務を課
すことが適当とされた。なお、現行の事業者免税点制度を適用することで、納税義
務者を絞り込むことが検討されたが、税制大綱において免税点拡大に関する特別な
配慮は見られなかった。
B to B 取引に係る課税方式については、国際課税 DG の中で 3 つの案が議論され
た。1 つ目の案は、国外事業者登録申告納税方式、すなわち B to B 取引と B to C
取引を同様の方法で課税するものである。2 つ目の案は、EU のように、役務提供
を受けた国内事業者に納税義務を転換するリバースチャージ方式を導入する方法で
ある。3 つ目の案は、国外事業者の登録申告納税方式と、リバースチャージ方式を
併用する方法である。具体的には、B to C 取引が想定される電子書籍、音楽の配信
といったサービスを少しでも行う事業者には、事業者としての登録を義務付けたう
70 第 2 章で見たように、米国における使用税が機能していないことからも、消費者による自己
申告制は現実的な選択肢でないことが分かる。
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えで、B to B 取引も含めた全ての国内向けの役務提供について、国外事業者に申告
納税義務を課す。一方、広告の配信といった B to B 取引しか行わない事業者につい
ては、案 2 と同様リバースチャージ方式を採用する方法である。
国際課税 DG 内では、案 3 を軸に検討が行われた。案 3 を軸とした理由として、
以下が挙げられる。案 1 と比較した場合、執行管轄の及ばない国外事業者の適正な
納税が行われない恐れがある点で、案 1 よりも他の 2 案が優れているとされる。ま
た、国外事業者が、日本国内の取引相手のステータスを確認する必要がないという
点で、案 3 は案 2 より優れているとされる。EU 諸国は課税事業者番号（VAT-ID）
を活用している71一方で、日本には現状では取引相手の属性を見分ける手段がない
からである。
案 3 の利点は 2 点あったといえる。1 点目は日本への納税義務の有無は、日本の
取引先の属性ではなく、国外事業者の役務の提供等の内容を日本の法規に照らして
判断して決まる72ということである。つまり、取引の相手方に関わらず、役務の提
供者自らが課税方式を判断できる。2 点目は、国内課税事業者に各種の事務負担が
転換される仕組みだということである。つまり、自社の仕入先となる国外事業者が
申告納税を行う事業者か否かを確認する事務負担を、国内事業者に負わせる仕組み
である。
一方で、案 3 には、国内事業者が国外事業者のステータス（事業者のみに提供を
行う事業者か否か）を確認する必要があり事業者の負担が増えること、同一のサー
ビスで課税方式が変更する可能性があり取引の中立性を阻害する可能性があるとい
う課題73が挙げられ、さらなる検討が必要とされた。
以上の問題点を解決しつつ、かつ案 3 の利点を生かす更なる検討を行った結果、
相手方の事業者ではなく取引に着目する、国外事業者が行う事業者向け取引に係る
課税方式はリバースチャージ方式、国外事業者が行う消費者向け取引に係る課税方
式は国外事業者申告納税方式を採用することとなった。
なお、制度案では、事業者向け取引と、消費者向け取引の定義について、以下の
71 EU 諸国では、取引相手に対して VAT-ID の提示を求めるとともに、当該番号を欧州委員会
のウェブサイトに入力すること等により、簡易に取引の相手方が課税事業者か否かを見分ける
ことができる。
72 佐藤・前掲（2014）131 頁
73 国際課税 DG3 議事録 3 頁
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ように説明している。
（注）「事業者向け取引」と「消費者向け取引」の定義について
今般の見直しに当たっては、現行消費税制度上、課税事業者番号制度がないこと
を前提に、役務の性質や取引条件等により事業者向け取引と消費者向け取引とを区
別した上で、消費者向け取引については、当該役務の提供を行う国外事業者に申告
納税義務を課すこととしている。これは、国外事業者から電子書籍や音楽などのデ
ジタルコンテンツの提供を受ける消費者に対して、申告納税義務を課すことが現実
的ではないためである。
他方、仮に、消費者向け取引の定義を「役務の提供を受ける者が消費者であるこ
とが明らかなもの」とし、事業者向け取引の定義を「消費者向け取引に該当しない
もの」とした場合には、購入者の大半が消費者でありながら、一部に事業者が含ま
れる可能性のある電子書籍等の提供については、すべて事業者向け取引に該当する
こととなり（リバースチャージ方式の対象）、国外事業者が消費者に提供した電子
書籍等に課税することができず、現行制度において生じている問題（最終的な税負
担に差異が生じ、国内外の事業者間で競争条件に歪みが生ずる問題）の解決にはつ
ながらない。
こうした観点から、今般の見直しに当たっては、事業者向け取引を限定的に定義
（役務の提供を受ける者が事業者であることが明らかなものと定義）した上で、そ
れ以外の取引については国外事業者申告納税方式の対象としている。
事業者向けの取引をまず定義し、消費者向け取引については事業者向け取引から
外れたものと定義していることがわかる。この点につき、国際課税 DG 座長であっ
た田近教授は、会議終了後の記者会見において、「消費者向け、あるいは取引条件
から事業者向けであることが明らかでないものは個人向けとして、B-to-C でやりま
しょうということ」74と述べ、この割り切りが制度案の骨子であったと説明してい
る。
ある取引が、事業者向け取引に分類されるか、消費者向け取引に分類されるかは、
74 国際課税 DG5 終了後に行われた記者会見議事録 1 頁
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課税方式を左右する重要な問題75である。この点につき、今後通達、ガイダンス等
で詳細な公告が行われることが予想されるが、アドバンス・ルーリングの導入など
によって、事前に、ある取引が事業者向け電気通信役務の提供に該当するかの公定
解釈を課税当局に求める制度の導入も一案であると考える。
２. 事業者向け電気通信役務の提供に対するリバースチャージ方式の導入
国外事業者が行う電気通信役務の提供のうち、事業者向け電気通信役務の提供に
係る課税方式については、その取引に係る消費税の納税義務を役務の提供を受ける
事業者に転換するリバースチャージ方式を導入することが、税制大綱で明示されて
いる。なお、リバースチャージ方式は、日本では初めて導入される方式となる。
（２） 課税方式の見直し（事業者向け電気通信役務の提供（仮称。以下同じ。）
に対するリバースチャージ方式の導入）
国外事業者が行う電気通信役務の提供のうち、当該役務の性質又は当該役務の提
供に係る契約条件等により、当該役務の提供を受ける者が事業者であることが明ら
かなものを「事業者向け電気通信役務の提供」と位置づけ、その取引に係る消費税
の納税義務を役務の提供を受ける事業者に転換する（リバースチャージ方式の導
入）。
(注)上記の「国外事業者」とは、所得税法上の非居住者である個人事業者及び法
人税法上の外国法人をいう。
① リバースチャージ方式の導入に係る課税対象、納税義務者の規定の見直し76
イ 消費税の課税対象である資産の譲渡等から事業者向け電気通信役務の提供
を除くとともに、事業として他の者から受けた事業者向け電気通信役務の提供（以
下「特定仕入れ（仮称）という。」を課税対象とする。
ロ 納税義務者の対象となる課税資産の譲渡等から事業者向け電気通信役務の
提供を除くとともに、国内において行った課税仕入れのうち特定仕入れに該当する
75 「アマゾンジャパンは、事業者向けの表示をしたサイトでの取引は一律に事業者扱いとする
など工夫を求めた。」と日本経済新聞が報じる（2014 年 12 月 1 日朝刊 15 頁）など、取引区分
についての課題は残る。
76 リバースチャージ方式の導入に係る課税対象の規定の見直しの経緯については、国際課税
DG3 議事録 9 頁以下で議論されている。
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もの（以下「特定課税仕入れ（仮称）という。」を納税義務の対象とする。
（注１）国外事業者が行う電気通信役務の提供のうち事業者向け電気通信役務の
提供以外のもの（以下「消費者向け電気通信役務の提供」（仮称）という。）につ
いては、国外事業者が納税義務者となる。
（注２）事業者向け電気通信役務の提供を受ける免税事業者については、納税義
務は生じない。
② 事業者向け電気通信役務の提供を行う国外事業者の義務
国内において事業者向け電気通信役務の提供を行う国外事業者は、当該役務の提
供に際し、あらかじめ、当該役務の提供に係る特定課税仕入れを行う事業者が消費
税の納税義務者となる旨を表示しなければならない。
（４）所要の経過措置
～中略～
②特定課税仕入れに関する経過措置
特定課税仕入れがある課税期間の課税売上割合が 95％以上である場合には、当
分の間、当該課税期間において行った当該特定課税仕入れはなかったものとする。
（５）その他
① 国外事業者を含む事業者免税点制度の適用上限については、資産の譲渡等を
行う事業者に納税義務が課される課税売上高によって判断することとし、特定課税
仕入れの支払対価の額については適用上限の計算に含まないこととする。
② 特定課税仕入れを行った者が単なる名義人であった場合に、実質的に当該仕
入れを行った者に消費税法上の規定を適用する旨の規定を設ける。
③ 消費税の課税標準について、リバースチャージ方式の導入に伴う所要の措置
を講ずる。
④ 仕入税額控除の計算に関する規定について、
イ 特定課税仕入れにつき、課されるべき消費税額を仕入税額控除の計算の対象
とする旨の改正を行う。
ロ 簡易課税制度の適用を受ける課税期間について特定課税仕入れにつき課さ
れるべき消費税額がある場合には、現行規定によりみなし仕入率を乗じて計算した
課税仕入れ等の税額と当該特定課税仕入れにつき課されるべき消費税額の合計額を
課税仕入れ等の税額の合計額とする旨の改正を行う。ただし、当分の間、当該特定
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課税仕入れはなかったものとする。
（６）その他所要の処置を講ずる。
制度案では、課税方式の見直し及び事業者向け取引に係る課税方式（リバースチ
ャージ方式）について、以下のように説明されている。
（１）二つの課税方式
国外事業者が行う役務の提供のうち、内外判定基準の見直しの結果、新たに国
内取引となる役務の提供については、「事業者向け取引」と「消費者向け取引」の
いずれに該当するかによって、それぞれ「リバースチャージ方式」と「国外事業者
申告納税方式」により納税義務を課する。
（２）事業者向け取引に係る課税方式（リバースチャージ方式）
① 「事業者向け取引」の定義
「事業者向け取引」とは、電気通信回線（インターネット・電話等）を通じてク
ロスボーダーで行う役務の提供など国内外に亘る役務の提供等のうち、提供される
役務の性質や取引条件等から、役務の提供を受ける者が事業者であることが明らか
なものをいい、国外事業者が行う事業者向け取引については、その納税義務を当該
役務の提供を受ける国内事業者に転換する。
② 国外事業者の義務
リバースチャージ方式の対象となる役務の提供を行う国外事業者に対しては、取
引の相手方にその旨を通知する義務を課する。通知のタイミングについては、国内
外の事業者間の取引条件の均衡等に配意しつつ検討する。なお、通知の有無は、適
用される課税方式に影響させないものとする。
③ 国内事業者の事務負担への配慮
リバースチャージ方式の導入に伴い国内事業者には一定の事務負担が生ずるこ
ととなるが、課税売上割合が一定以上（例えば、95％以上）の事業者等においては、
リバースチャージ方式による納税額とほぼ同額の仕入控除税額が計上されることも
踏まえ、事業者の事務負担に配慮する観点から、当分の間の措置として、「リバー
スチャージ税額」と「リバースチャージ税額に係る仕入控除税額」を同額とみなし、
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申告対象から除外する。
リバースチャージ方式が元来有するメリットとして、供給者の事務負担が軽減さ
れるという点がある。また、一定の条件を満たす事業者について申告対象から除外
するなど、国外事業者と国内事業者との間の取引において消費税の申告を省略させ
る特例を一部に設けたことで、納税義務を国内事業者に負わせながらも、全体とし
て双方の事業者に負担をかけないよう配慮した制度設計がされている77。仮に執行
の厳密さを求め、事業者の負担が増大する制度設計にした場合、比較的小規模な事
業者が、国外事業者と取引することにより生じる新たな事務負担を回避するため国
内事業者からサービスを受けることを選択する要因となる可能性がある。
また、国内において事業者向け電気通信役務の提供を行う国外事業者に対して、
買い手側が納税義務を負う旨を通知すること78を求められているが、これは見た目
の競争条件が不均衡であることが理由である。
つまり、リバースチャージ方式によれば、国外事業者は納税義務を負わないため、
国内事業者に対して消費税を含まない価格で提供するのに対して、同様のサービス
を提供する国内事業者は税込価格で提供する。サービスの提供を受ける課税事業者
は仕入税額控除を適用することで、実際の税負担は国外事業者から役務提供を受け
た場合とほぼ同じになる79が、見かけ上は消費税分、国内事業者の提供するサービ
スが割高に感じられる。このため、スピーディな判断が求められる B to B 取引で、
税込価格と税抜価格を比べた際に混乱が生じないよう、国外事業者に通知義務を課
すこととした。
77 国際課税 DG5 終了後の記者会見議事録 4 頁において、「制度を立ち上げるのだから、今回は
事業者にできるだけ負担をかけないでやる」と発言するなど、国内事業者に配慮があったこと
がうかがえる。
78 国際課税 DG5 議事録 6 頁
79 課税売上割合が 95％を越えている場合は、事業者向け電気通信役務の提供を、国外事業者
から受けても、国内事業者から受けても、負担関係は同じである。
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【図表 3-2 事業者向け取引に係る課税方式（リバースチャージ方式）】
（出所：税制調査会（国際課税 DG5）「国境を越えた役務の提供に対する消費税について
－制度案について－」4 頁）
３．消費者向け電気通信役務の提供に係る国外事業者申告納税制度
前節で確認した通り、消費者向け電気通信役務の提供を受けた際の課税関係につ
いて、その消費者向け電気通信役務の提供を行う国外事業者が納税義務者となる。
なお、国外事業者から受けた電気通信役務の提供に係る仕入税額控除の制限、登録
国外事業者制度については、税制大綱において以下のように説明されている。
（３）適正課税を確保するための経過的な措置
① 国外事業者から受けた電気通信役務の提供に係る仕入税額控除の制限
当分の間、国外事業者から提供を受けた消費者向け電気通信役務の提供について
は、その課税仕入れに係る消費税につき、仕入税額控除制度の適用を認めない。た
だし、下記②の登録国外事業者に該当する者から受けた消費者向け電気通信役務の
提供については、当該登録国外事業者の登録番号等が記載された請求書等の保存等
を要件として、その課税仕入れに係る消費税につき仕入税額控除制度の適用を認め
る。
② 登録国外事業者制度の創設
イ 登録国外事業者は、次に掲げる要件を満たす一定の国外事業者（事業者免税
40
点制度の適用を受けない者に限る。）として、納税地を所轄する税務署長を経由し
て国税庁長官に申請書を提出し、国税庁長官の登録を受けた事業者とする。
（イ）国内において行う電気通信役務の提供に係る事務所、事務所その他これら
に準ずるものの所在地が国内にあること又は消費税に関する税務代理人（国税通則
法第 74 条の 9 第 3 項第 2 号に規定する税務代理人をいう。）があること。
（注）国税通則法第 117 条第 1 項（納税管理人）の規定の適用を受ける事業者に
あっては、納税管理人を指定しているものに限るものとする。
（ロ）国税の滞納がないこと及び登録国外事業者の登録取消しから 1 年を経過し
ていること。
ロ 国税庁長官は、登録国外事業者の氏名又は名称、住所若しくは居所又は本店
若しくは主たる事業所の所在地及び登録番号等について、インターネットを通じて、
登録後速やかに公表しなければならないこととする。
ハ 登録国外事業者が、登録の取り消しを求める届出書を納税地を所轄する税務
署長を経由して国税庁長官に提出した場合には、届出書の提出があった日の属する
課税期間（当該届出書の提出が一定の日以後になされた場合には翌課税期間）の末
日の翌月以後は、当該登録は失効するものとする。
ニ 登録を受けた日の属する課税期間の翌課税期間以後の課税期間については、
上記ハによる登録の取消しを求める届出書の提出が行われない限り、事業者免税点
制度は適用しない。
ホ その他登録国外事業者制度に係る所要の措置を講ずる。
（注）上記の登録国外事業者制度に係る登録申請については、平成 27 年 7 月 1
日以後にできるものとする。
消費者向け取引に係る課税方式について、制度案では、以下のように説明されて
いる。
（３）消費者向け取引に係る課税方式（国外事業者申告納税方式）
① 「消費者向け取引」の定義
「消費者向け取引」とは、電気通信回線を通じてクロスボーダーで行う役務の提
供など国内外に亘る役務の提供等のうち、提供される役務の性質や取引条件等から、
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上記（２）の事業者向け取引に該当しないもの（役務の提供を受ける者が事業者で
あることが明らかでないもの）をいい、国外事業者が行う消費者向け取引について
は、当該国外事業者に対して、現行法に基づく申告納税義務を課する。
② 国外事業者の申告納税義務
上記申告納税義務については、情報交換協定や徴収共助条約に基づく税務執行等
を通じて国外事業者に対して適正な履行を求める。
（注）現行の事業者免税点制度は、国外の事業者に対しても等しく適用されるこ
とから、今般の見直しに伴い新たに納税義務者となる国外事業者は、国内における
課税対象取引額が１千万円を超える事業者に限られる。
③ 国内事業者が受ける消費者向け役務の提供の取扱い
国内事業者が国外事業者から消費者向けの役務の提供（電子書籍や音楽の配信な
ど）を受けることも想定される。この場合、当該国外事業者に申告納税義務が課さ
れるとともに、本来、国内事業者が仕入税額控除の適用を受けることとなる。しか
し、当該国外事業者が執行管轄の及ばない国外に所在することから、税務執行を通
じて適正な申告納税の履行を促すことには自ずと限界があり、結果として、納税な
き仕入税額控除という問題が生じる可能性がある。
こうした課税の公平を阻害する新たな事態を制度的に防止する観点から、国内事
業者が国外事業者から受ける消費者向けの役務の提供については、仕入税額控除を
認めないこととする。
なお、事業者が役務の提供を受けているにも関わらず、役務の性質や取引条件等
から消費者向け取引と判断され得る取引（例えば、電子書籍等の提供やクラウドサ
ービスなど）については、今後、取引条件等の変更により事業者向け取引であるこ
とが明らかとなれば、リバースチャージ方式の適用対象となる。
国外事業者の免税点制度について、国内事業者と同様の取扱いを求めるべきとし
て、税制大綱では、国内における課税対象取引額が 1 千万円以下の事業者について、
適用することとされた。この点について、次章で詳述する。
また、税制大綱の中で、制度案で明確にされていなかった登録制度の概要が明ら
かになった。報告書では、国内事業者が国外事業者から受ける消費者向けの役務の
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提供については、仕入税額控除80を認めないこととされていたのに対し、税制大綱
では、国内事業者が登録国外事業者から受けた消費者向け電気通信役務の提供につ
いて、一定の要件を満たした場合には仕入税額控除が認められることとして、登録
を促す制度となった。国際課税 DG 内では、一般則81においても日本に住所または
居所を有する納税管理人を定める旨が規定されていることから、あえて登録という
能動的な行為を求めないという考え方82が示されていた。税制大綱において、登録
制度を創設したことに対して明確な説明は執筆時点でなされてないが、登録国外事
業者から電気通信役務の提供を受けた場合のみ仕入税額控除が可能とする制度にす
ることで、間接的に国外事業者の登録を促し、執行可能性を高める効果があるとい
える。
また、消費者向け電気通信役務の提供を行う国外事業者の登録が義務付けていな
い理由は明らかにされていないが、OECD ガイドラインにおいて、国外事業者の追
加的負担の排除が求められていることに配慮したためだと思われる。
制度設計につき留意すべき点として、渡辺教授は以下のように説明83している。
コンプライアンス意識の高い納税者のみを念頭に置いていれば、当然納税者のコス
トを小さくしようとすることが重要な論点となる（渡辺, 2000）。しかし、コンプ
ライアンス意識の低い納税者が非常に簡単に課税を逃れられる仕組みならば、周り
巡ってコンプライアンス水準の高い納税者にとって不利益となる（渡辺, 2000）。
そのため、社会全体の観点から見て、どの程度のコンプライアンス・コストの水準
が望ましいかは、全体的に判断する必要がある（渡辺, 2000）。
また、登録について、西山教授は、「制度案を歓迎する国内事業者が国外事業者
に事業者登録を義務付けることを認めるならば、自らの事業者登録を拒むことは理
に合わないであろう。」84と述べており、国内事業者に対して同様の負担を求めて
いるように思われる。この点について、国内事業者についてまで登録を求める根拠
は薄いと考える。国内事業者については、あえて登録を求める必要がないだけでな
80 消費税法第 30 条 1 項
81 国税通則法 117 条。日本法に基づく納税義務者が日本国内に所在しない場合は、納税管理人
を定める規定。ただし、義務違反に対する罰則等の規定はない。
82 国際課税 DG3 議事録 14 頁
83 渡辺智之「IT 革命と課税システム：経済的観点から」金子宏・中村雅秀編『電子商取引と
国際課税』（清文社,2000）115 頁
84 西山・前掲（2014）100 頁
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く、仮に全ての国内事業者に対して登録を求めるならば膨大な事務コストが生じる。
登録を国外事業者と同様の電気通信役務の提供を行う国内事業者に限ったとしても、
他の事業を行う国内事業者との間で競争条件中立性が害されるであろう。そもそも、
EU において、クロスボーダーの役務の提供における B to C 取引について、登録を
義務づける制度を用いて久しい以上、国外事業者に登録を求めることが即座に競争
条件中立性の侵害につながるわけではない。
登録制度を如何に設計するかについては、此度の改正の成否の鍵となる要素の１
つになると思われる。登録制度によって執行の効率性・実効性を確保しつつ、国外
事業者の利便性を考慮して簡易にするよう、バランスのとれた制度が必要85だと考
える。
【図表 3-3 消費者向け取引に係る課税方式（国外事業者申告納税方式）】
（出所：税制調査会（国際課税 DG5）「国境を越えた役務の提供に対する消費税について
－制度案について－」4 頁）
小括
以上の改正が施行されることで、事業者間の中立性を確保することにつながるだけで
85 同様の指摘として、野一色・前掲（2013）131 頁
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なく、OECD ガイドラインで示された、消費課税の基本原則である仕向地主義の貫徹86に
もつながる。課税事業者番号制度が導入されていない日本において、OECD が示した B
to B 取引に対してはリバースチャージ方式、B to C 取引に対しては国外事業者申告納税
方式とする原則を守りつつ、競争条件の中立性を保ち、現実的な解決方法を採用したと
いう点で、大枠としてはこれ以上の選択肢はなかったように思われる。
しかし、税制大綱で示された改正案を実際に執行に移していくためには、依然として
克服すべき課題があるように考える。規定の詳細については、今後通則・ガイダンス等
で詰められていくと思われるが、現段階で想定される問題とその解決策について、次章
で検討していくこととする。
86 一連の議論の中で、仕向地主義の原則の貫徹を重視していたことは、国際課税 DG5 終了後
の記者会見議事録 4 頁における田近座長（当時）の発言、5 頁における中里会長（当時）の発
言からみてとれる。
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第４章 新制度における執行上の問題に対する検討
今回の改正で強調すべき問題として、制度上の解決と、執行可能性や執行コストを考え
たときの現実とのかい離が挙げられる。実際、見直しの対象となる取引がどの範囲である
かは、今後細部を詰めていくものだと思われる。
本章では、第 1 節において、制度変更に伴う問題点を各取引別に分けて整理する。第 2
節では、納税義務を履行しない国外事業者に対してどのような手段をとりうるかについて、
国外の税務当局との情報交換・徴収共助制度を概観する。第 3 節では、制度のみでは不十
分であると思われる執行上の問題点、そしてその解決策について検討していくこととする。
第１節 制度変更に伴う取引別に発生する問題点の整理87
国境を越えた役務の提供に対する消費税の取扱いの改正によって影響を受ける取引
は、3 つに区分できる。①事業者向け電気通信役務の提供を事業者に対して行う取引、
②消費者向け電気通信役務の提供を事業者に対して行う取引、③消費者向け電気通信役
務の提供を消費者に対して行う取引である。それぞれの取引について、取扱いを振り返
ったのちに、変更によって影響が懸念される事項を整理していくこととする。
１． 事業者向け電気通信役務の提供を事業者に対して行う取引
前章で確認した通り、事業者向け電気通信役務の提供を事業者に対して行う取引
については、リバースチャージ方式が導入される。また、第 1 章 2 節で検討した通
り、クロスボーダーの電子商取引において、広告やクラウドサービスを提供する事
業者向け取引が一番取引額のウェイトが大きいと想定されている。
ここで、事業者向け取引について挙げられる影響や問題点について確認する。
まず、金融や医療を主に営む事業者など、課税売上割合が低い業種については、
仕入税額控除が限られるため、制度変更前と比較して税負担が増加することが想定
87 今後さらなる検討を要する事項の一部として、事業者団体からの意見が参考になる。
国際課税 DG5「国境を越えた役務の提供に対する消費税について―事業者団体等の主な意見に
対する考え方―」
http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/discussion1/2014/__icsFiles/afieldfile/2014/06/26/26di
s15kai3.pdf (閲覧日: 2014.12.26)。また、前掲・佐藤（2013）参照。
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される88。税負担としては、国内事業者と同様に扱われることになるため、中立性
を害しているわけではないが、リバースチャージの申告方式如何によっては、国外
事業者との取引により事務負担の増加を恐れる課税売上割合が低い事業者が、国内
事業者との取引を優先する可能性がある点に留意が必要である。
また、事業者向け電気通信役務の提供を行った国外事業者が国内事業者にリバー
スチャージを通知しなかったために、国内事業者が申告納税を行わなかったとして
も、国内事業者は当該消費者に係る申告納税義務を免れることはできない点が指摘
89されている。
その他に、国内事業者が、事業者向け電気通信役務の提供として扱われることを
望む場合には、国外事業者は提供する取引が明らかに事業者向けである旨の説明が
求められる。そのため、新規に日本の事業者宛に役務の提供を行う国外事業者にと
っては負担となる点も指摘90されている。
２． 消費者向け電気通信役務の提供を事業者に対して行う取引
消費者向け電気通信役務の提供を事業者に対して行う取引については、国外事業
者申告納税方式が採用される。税制大綱では、当該登録国外事業者の登録番号等が
記載された請求書等の保存等を要件として、仕入税額控除制度の適用を認めること
とされている。消費者向け電気通信役務の提供を受ける国内事業者の側から見れば、
当該取引について仕入税額控除の適用を受けようとするため、登録国外事業者から
消費者向け電気通信役務の提供を受けようとする誘因が働くこととなる。国税の滞
納などがあった場合には登録は解除されるもの91と思われるため、国内事業者は、
取引相手方が納税義務を果たしている国外事業者であることを確かめるようになる
と考えられる。
しかし、国外事業者の視点から見れば、日本に登録するメリットは少なく、国内
事業者からの登録要求に応じる場合に限られるだろう。
88 同様の指摘として、佐藤・前掲（2014）137 頁
89 西山・前掲（2014）100 頁
90 西山・前掲（2014）99 頁
91 否定的な意見について、佐藤・前掲（2012）18 頁「国内の課税事業者に不利益を及ぼすこ
とになる（中略）点で、実際に税務官庁がそのような取消しをなしうるケースは、きわめて限
られる」
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３． 消費者向け電気通信役務の提供を消費者に対して行う取引
消費者向け電気通信役務の提供を消費者に対して行う取引についても、国外事業
者申告納税方式が採用される。しかし、事業者に対して行う取引と大きく異なるの
は、消費税の最終負担者となる消費者には仕入税額控除の概念がなく、登録国外事
業者から消費者向け電気通信役務の提供を受ける誘因が生じない。そのため、消費
者向け電気通信役務の提供を専ら消費者に対して行っている国外事業者は、登録を
行うメリットが皆無であるといえる92ことである。
このことから、納税義務を履行しない国外事業者の発生93が予想されるといえる。
このような事業者に対しては、相手方が自国の執行管轄外に存在することから、日
本国内のみの執行には限界がある。国際間での情報交換・徴収制度について、次節
で検討することとする。
第２節 国際間における情報交換・徴収共助
税制大綱に示された通りに消費税法を改正するのみでは、国外事業者からの電気
通信役務の提供について、効果的に課税することは難しい94。適正な申告納税義務
を履行するためには、納税義務を果たさない国外事業者について、国外事業者の所
在地国の税務当局に対して情報を求め、日本の消費税額を賦課徴収することを依頼
し、かつ日本の税務当局に送金する必要があるからである。つまり、関係国間で互
いに他国の税金を徴収・納付することが合意されていなければ、この制度は機能し
ない。
納税義務を果たさない国外事業者に対して賦課徴収を実施するためには、まず関
連国間で関連する国外事業者の納税義務者情報を共有する条約95（情報交換条約）
を締結する必要がある。この点につき、日本は 2014 年 6 月末の段階で、61 の情報
92 ただし、事業者に対して全く、あるいはほとんど役務を提供しない国外事業者はごく少数だ
と思われる。
93 納税義務を履行しない国外事業者の存在は、当然ながら消費者向け電気通信役務の提供を事
業者に対して行う国外事業者の場合も起こり得る事象である。
94 国際課税 DG3 議事録 14,16 頁、阿部敦壽, 大森朝之「越境役務提供に対する消費税の課税
（特集 加速する国際課税制度の変容）」ジュリスト 1468 号（2014）55 頁等においても、同様
の問題意識が提起されている。
95 OECD モデル条約における第 26 条
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交換条約を結び、83 カ国・地域との間で租税情報の共有・交換を行える体制が整っ
ている96。情報交換条約によって、税務当局は両締結国が課するすべての種類の租
税に関する両締約国の法令の実施に関連する情報を交換するものとされており、人
的適用対象も居住者に限らない97。
さらに、他国の課税主権を侵害しないよう、徴収共助条約98についても結ぶ必要
がある。この点につき日本は主に 2 国間での枠組みで協力体制を築いてきたが、
2011 年に多国間条約としての税務行政執行共助条約に署名、2013 年 10 月に発効
された。2014 年 6 月 1 日現在で、当該条約に 64 カ国が署名している99。
当条約を締結したことで、消費税を含めた 7 種の租税に関する情報交換・徴収共
助・送達共助の行政支援を締約国間で相互に行うことが可能になった。ここで、情
報交換とは、締約国において間において、租税に関する情報を相互に交換すること
ができる規定である。徴収共助とは、租税の滞納者の資産が他の締約国間にある場
合、他の締約国にその租税の徴収を依頼することができる規定である。送達共助と
は、租税に関する文書の名宛人が他の締約国にいる場合、他の締約国にその文書の
送達を依頼することができる規定である。
このように、近年行われた租税条約の締結、国内法の改正100により、国外事業者
に対する消費税の賦課徴収制度を導入するための環境整備は整ってきた101といえ
る。
なお、これらの協定・条約は、自国に要求されても応じられないことは他国に要
求することはできないとする原則である相互主義102に基づいて実行されることにな
る。しかし、インボイス方式を採用していない日本が、相手政府国にはインボイス
に関する情報提供103を求め、自国からはこれを提供できない。この点につき、十分
96 国際課税 DG5〔我が国における情報交換の現状について〕（2014）2 頁
http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/discussion1/2014/__icsFiles/afieldfile/2014/06/26/26dis15
kai6.pdf （閲覧：2014.12.30）
97 同条 1 項
98 OECD モデル条約における第 27 条
99 国際課税 DG5〔我が国における情報交換の現状について〕（2014）3 頁
100 国内法の改正について、金子・前掲（2013）458 頁以下。
101 岩崎・前掲 347 頁以下、前掲〔我が国における情報交換の現状について〕（2014）参照。
102 藤本治彦「国際課税共助」水野忠恒編著『国際課税の理論と課題』314 頁（税務経理協会、
2005）
103 EU 域内の付加価値税制度においては、課税事業者は課税事業者番号を有する。課税事業者
番号は、インボイスの必須記載事項になっている（2006 年指令 214 条及び 226 条）。
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な協力関係が築けるかが問題となるとする指摘104がある105。
第３節 課題対応策の提案
第 1 節において、現時点で想定される様々な問題を挙げたが、残念ながらこれらの問
題を一挙に解決することは極めて難しい。税制調査会においても、「簡素な税制の構築
により、執行面での対応を含め、納税者の税制に対する信頼を確保することも重要な課
題」106と示されているように、法案改正施行後も、各当事者様子の動向を踏まえながら、
慎重に判断を進める必要がある。
本節では、主に新たな制度を設ける立法論を中心に、問題点を解決し得る対応策を検
討していくこととする。
１. インボイス方式の導入と課税事業者番号制度
インボイス方式107を採用108することにより、租税行政上のメリットを享受109する
ことは、重要なオプションの一つになり得るであろう。
本稿執筆現在、政府は、2017 年 4 月に行われる消費税増税に合わせ、国民の生
活必需品に対する消費税に対して軽減税率を設ける方向性110が示されている。その
際に仕入税額控除の手続方法を従来の帳簿方式からインボイス方式に転換する案が
104 西山・前掲（2014）99 頁
105 その他徴収共助の一般的な課題として、脇本利紀「国際的徴収共助の必要性と執行上の課
題」本庄資『国際課税の理論と実務 73 の重要課題』大蔵財務協会（2011）985 頁以下など。
106 税制調査会「平成 14 年 6 月 あるべき税制の構築に向けた基本方針 補論」2 頁
http://www.cao.go.jp/zeicho/tosin/pdf/140614.pdf （閲覧：2014.12.30）
107 インボイスとは、売買契約の条件を正当に履行したことを、売主が買主に宛てて証明する
書類である。インボイスや請求書に税額が記載されていることを条件として、その控除を認め
る方式をインボイス方式という（金子,2013）。
108「経理方式、インボイス軸、軽減税率で４案、公明も容認姿勢。」日本経済新聞 2014 年 5
月 24 日 朝刊 5 頁
インボイス方式導入と軽減税率の関連について、「インボイス型付加価値税では、仕入れに
係る税額、つまり、前段階の税額が正確に把握されるため、非課税項目や複数税率を設けるこ
とが可能となる。」水野・前掲（1989）219 頁
109 国際課税 DG3 議事録 12 頁岡本議員の発言、西山・前掲（2014）29 頁、同旨藤田・前掲（2011）
脚注 31
110 複数税率を設定する妥当性については、本稿では議論しないこととする。
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有力111である。
国境を越えた役務提供が行われる際の消費課税について、インボイス方式に移行
することによる利点は 3 点挙げられる。1 点目は、納税の確実性が増すことである。
つまり、売り手と買い手の税額の認識が一致し、課税当局の視点からも、売り手か
ら納付される税額と、買い手側から控除される税額の一致を確認することができる。
2 点目は、前段階の仕入税額控除が厳格に行える、いわゆる益税112防止機能が働く
ことで、転嫁が確実113になることである。最後に、グローバルスタンダードである
インボイス方式を用いることで、同制度を採用する国際間114の情報交換の連携を高
めることにつながることである。
一方、「インボイス方式導入によって、大量のペーパーワークが事業者や税務行
政庁にも求められる」115116（水野, 1989）、導入に手間がかかる、インボイスを発
行できない117免税事業者が取引から締め出される118、インボイス偽造のリスク119な
ど、インボイス方式の移行に否定的な意見が根強い。
これらの否定的な意見については、一度導入すればむしろ事務コストが下がるこ
と120、EU が進めているインボイスルールの簡素化・電子化121が参考になること、
さらに現行法で保存が義務付けられている請求書等をベースにしてインボイスとし
111 知原信良, 上西左大信「PERSON 消費税(10%)についての諸問題」税研 30 巻 5 号（2015）
8 頁,他多数
112 本稿第四章第 1 節 1 項
113 水野・前掲（1989）185 頁、森信茂樹「軽減税率、給付付き税額控除とインボイス」租税
研究 782 号（2014）24 頁, 27 頁
114 EU 域内諸国をはじめ（付加価値税指令 178 条）、VAT 税制を持つ国の大半がインボイス方
式を採用している。EU 域内のインボイス方式制度については、西山由美「セミナー 消費税の
理論と課題(第 6 回) 仕入税額控除（Ⅱ）－タックス・インボイスの機能と内容」税理 56 巻 11
号（2014）114 頁以下参照
115 税務当局の負担として、水野教授は、「一番問題なのは、はたして税務当局が集められた膨
大な量のインボイスをどうやってチェックするのかということ」と説明し、執行の難しさを指
摘している。（水野忠恒「フロントページ 税務当局サイドのチェック体制なしにインボイス導
入は不可」税理 55 巻 11 号（2012）4 頁）
116 事務負担の増加について、久乗哲「インボイス方式の概要と導入の是非 (特集 消費税増税 :
その論点と実務の課題)」税理 55 巻 11 号（2012）65 頁参照
117 森信・前掲（2014）26 頁
118 久乗・前掲（2012）64 頁
119 森信・前掲（2014）25 頁以下、西山・前掲（2013）120 頁、久乗・前掲（2012）65 頁
120 森信・前掲（2014）24 頁
121 インボイスの電子化について、玉岡雅之「付加価値税とインボイス : 電子納税化を視野に
入れて」租税研究 769 号（2013）54 頁以下、山元俊一「日税研究賞受賞論文から 付加価値
税の電子・効率化とわが国への電子インボイス導入に向けて : 日本版 VIES (VAT Information
Exchange System) 導入への提言」税研 29 巻 6 号（2014）108 頁以下参照
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て利用できるのではないか122という指摘123がある。また、免税事業者の問題に対し
ては、現状諸外国と比べて免税点制が高い水準にある124ことを踏まえながら、益税
防止やインボイスの電子効率化125によるメリットと事業者の負担のバランスを考
慮して、判断する必要があると思われる。
また、インボイス方式と密接な関係があるものとして、課税事業者番号の導入が
ある。クロスボーダーの電子商取引に対する消費課税制度の改正によって、事業者
向け取引に該当するか否かを分類する事務コストが新たに生じることは、日本が課
税事業者番号制度を用いてない中で B to B 取引、B to C 取引を分ける必要がある
ために生まれた、日本独自の問題であることについてはすでに確認した通りである。
そこで、今後は EU、米国など世界各国が進める納税者識別番号(TIN)126を導入する
選択肢が考えられる。
課税事業者番号制度を導入することで、EU と同様、事業者に対してはリバース
チャージ方式、消費者に対しては国外事業者申告納税方式とする制度を採用するこ
とができる。つまり、国外事業者側にとって、取引の相手先が事業者かどうかを判
別できることで、消費者向け電気通信役務の提供を事業者に対して行った場合につ
いても、リバースチャージ方式の対象とすることができる。よって、納税が国内の
みで完結し、課税漏れのリスクが低減、執行可能性の向上が期待できる。また、番
号を用いることで、国外から求められた情報交換に対応しやすくなるであろう。な
お、具体的な確認方法については、EU で採用されている VIES (VAT Information
Exchange System) システム127が参考になると考える。
課税事業者番号制度については、現在日本が導入に向けて準備が進めている「社
122 与党税制調査会内での議論では、インボイス方式を導入した場合の保存様式について、4
案が示されている。
与党税制協議会「消費税の軽減税率に関する検討について（平成 26 年 6 月 5 日 与党税制協議
会公表資料」（2014）
http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2014/__icsFiles/afieldfile/2014/06/12/26zen9kai
4.pdf （閲覧：2015.1.5）
123 西山・前掲（2013）119 頁以下
124 諸外国との免税点制度の比較について、井藤丈嗣「益税・損税問題への対応 (特集 消費税
増税 : その論点と実務の課題)」税理 55 巻 11 号（2012）
125 インボイスの電子化と免税点制度の関係について、山本・前掲（2014）114 頁
126 TIN について、「納税者番号（TIN）」OLD REPUBLIC
https://www.ortconline.com/web/clients/flyers/downloads/japanese/TaxIdentificationNumb
ersJapanese.pdf （閲覧：2015.1.5）
127 VIES システムについて、山本・前掲（2014）114 頁
52
会保障・税番号制度128（マイナンバー）」（以下、「マイナンバー制度」とする。）
を利用することができる。
インボイス方式におけるマイナンバー制度の利用について、森信教授は、「法人
の発行するインボイスには、マイナンバー制度で導入される法人番号を使うことに
なるであろう。しかし個人事業者についてマイナンバーを使うことはプライバシー
の問題から不可能なので、新たに税務当局が付番する必要が出てくる。」129と説明
する。EU のように、取引相手によって課税方式を判断するリバースチャージ方式
を導入するためには、マイナンバーとは別に、個人事業者に対して、個人番号を導
入する必要があるといえる。
また、技術的な課題は多いと思われるが、将来的には、課税事業者番号を国際的
に共通利用できるように進めることで、執行可能性はより高まるだろう。
２. その他の対応策―消費者向け電気通信役務の提供を行う国外事業者に対して
比較的短期に実行可能な案として、登録を行わず、納税義務を果たさない国外事
業者の情報を公表する制度の導入130することが挙げられる131。大規模な国外事業者
は、社会的な評価を考慮することにとって、一定の抑止力になりうる132ため、公表
制度について導入すべきだと考える。ただし、社会的評価の低下を恐れない国外事
業者に対しては、効果は薄いことと想定されることについて、留意する必要がある。
また、専ら電気通信役務の提供を行う国外事業者について、免税点を高めること
で、ある程度大規模な事業者に集中して執行の確保を図るべきとする見解133がある。
零細な国外事業者に対して、登録事務・納税手続きが負担にならないような配慮を
行うと同時に、執行のコスト・ベネフィットを勘案する趣旨である。一方で、現行
消費税制度のもとでは、同様の電気通信役務の提供を行う国内事業者、あるいは他
128 社会保障・税番号制度について、浅岡孝充「社会保障・税番号制度の概要」租税研究 775
号,（2014）31 頁以下
129 森信茂樹「マイナンバー制度の今後の展開と望まれる方向」税理 58 巻 1 号（2015）71 頁
130 制度案設計者の考えとして、田近座長（当時）の発言より、「ペナルティやインセンティブ
については中立であり、想定外の事象があった際に対処する」との発言がある。
131 佐藤・前掲（2013）133 頁に同旨
132 森信茂樹「インタビュー 課税権強化の流れと国境を越えた取引等にかかる課税の適正化
(特集 法人税改革,電子商取引課税,出国時課税はどうなる? 27 年度税制改正大綱早わかり) 」
税務弘報 63 巻 3 号（2015）17 頁
133 山崎昇「電子商取引における国際取引課税上の諸問題―外国法人の消費者向け取引の課税
問題を中心として―」税大論叢 30 号（1998）44 頁、渡辺・前掲（2000）23 頁
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の業界との間で、免税点が異なることによる中立性の問題が生じる。さらに、そも
そも日本の免税点水準は、前述したように諸外国に比べても高い水準にあるため、
現制度以上の免税点拡大は、「『広くうすく』課税することを目的」134とした消費
税の原則に悖ると考える。以上より、特定のサービス取引に限ったとしても、免税
点の拡大には慎重になるべきものと考える。
３. 国際的な協調に向けて
今後国境を越えた電子商取引が、より一層拡大していくことが確実視されること
を鑑みれば、VAT 法制の統一化など、国家間で共通した制度を設けることが検討さ
れること135になるであろう。B to B 取引については当面リバースチャージ方式が
用いられることを前提とすると、B to C 取引への対処が重要となる。
この点における将来的な選択肢として、沼田教授が挙げた案136を 4 つ紹介する。
1 点目は、ワンストップショップを全世界に広めることである。つまり、供給者は
所在地国の税務当局を唯一の窓口として、全ての国の顧客を対象とした B to C 取
引について仕向地主義で課税するものである。VAT の執行が、供給者の所在する原
産地国で行えるという利点がある。2 点目は、仕向地主義を諦め、原産地課税で妥
協するものである。3 点目は、国内法上の VAT とは別に国際的な共通 VAT を適用
し、事後的に国家間で税収の清算を行う案である。4 点目は、供給者と顧客の双方
を同時に監視できる共通課税庁を設置する案である。
論文執筆時点で、上記のような制度を創設するための具体的な動きはないが、ク
ロスボーダーの電子商取引が拡大していく中、今後は逋脱防止のための国際協調が
従来以上に重要視されることになるであろう。
これらの案について検討するとき、欧州ですでに施行されており、仕向地主義の
原則を貫徹しつつ、各国の課税権を侵害しない観点から考慮して、1 点目のワンス
トップショップ方式を利用した仕向地課税が望ましいと考える。なお、これらの案
を実行に移すためには、各国の税制を共通化あるいは標準化すること、VIES のよ
うな情報交換システムを全世界的に利用可能にする等のインフラが整備されること
134 金子・前掲（2013）633 頁
135 藤田英里子「電子商取引に関する国際課税の理論と執行上の問題」本庄資『国際課税の理
論と実務 73 の重要課題』（大蔵財務協会, 2011）558 頁以下に同様の指摘。
136 沼田・前掲（2014）46 頁以下
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が、執行可能性を向上させる観点から望ましいだろう。
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むすびに
本稿では、クロスボーダーの電子商取引に対して、日本がどのように対処しようとして
おり、どのような点が今後問題とされうるかについて議論してきた。本論文執筆段階では、
国境を越えた役務の提供に対する消費税の課税に対して、税制大綱で取扱いの改正が示さ
れたという段階であり、内外判定基準の具体的なルールや、施行後の各当事者の動向につ
いて確認することは出来ない。
国内においても、法人税率引き下げ137と消費税引き上げの実施が同年に発表されるなど、
直接税から間接税へシフトする動きが進む中で、消費課税の存在感が増している。一方で、
クロスボーダーの電子商取引の急激な拡大に対して、消費課税の対応が後手に回った印象
は否めない。この点について、日本は、四方を海に囲まれた環境と日本語のみを用いる人々
が大半を占めることが非関税障壁となり、税関を通らない国外からのサービスの輸入に対
する対応が、欧州各国に比べて遅れた国の一つとなったという指摘138がある。
今回の改正により、国境を越えた役務の提供に対する消費税の課税についても仕向地主
義を貫徹したことで、国外事業者も納税義務を負うことになった。インターネットを利用
した電子商取引はますます発展することが予想される中、新制度による反応を慎重に注視
する必要があり、課税事業者番号制度の導入やインボイス方式導入に合わせて、柔軟に制
度変更を行う必要があるだろう。
また、世界的にも直接税から間接税への動きがある中、消費課税について各国が独自の
国内法を運用している現状では、執行に限界があるように思える。今後、各国の国内法の
みでは対応が難しい領域については、消費課税の分野においても、本格的な国際課税のル
ールが策定されることが望ましいと考える。
如何にして、仕向地主義の原則を貫きつつも、経済中立性、執行可能性を確保できる制
度を構築するかという課題に対して、今後どのように進化をとげていくのか、興味は尽き
ない。
なお、本稿での検討における誤解や曲解はすべて筆者の不足によるものである。
137 自民党「平成 27 年度 税制改正大綱」（2014）1 頁
138 沼田・前掲（2014）43 頁
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本稿での検討にあたり、貴重なご意見等を頂いた早稲田大学大学院会計研究科の青山慶
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